台湾製糖株式会社の長期競争優位と首位逆転―パイオニア企業と「準国策会社」の功罪― by 久保 文克
　101
台湾製糖株式会社の長期競争優位と
首位逆転　　　　　　　　　　　　
――パイオニア企業と「準国策会社」の功罪――
久　保　文　克
　　　目　　　次
　は じ め に
Ⅰ　業界再編と競争優位の源泉
　 １　近代製糖業の業界再編
　 ２　原料調達面での優位性
　 ３　三井物産との一手販売契約
Ⅱ　第 １次・第 ２次再編期の優位性
　 １　後発製糖会社の参入とキャッチアップ
　 ２　質的増産の推進と優位性の維持
　 ３　糖業連合会におけるコーディネーター機能
Ⅲ　第 ３次再編期の首位逆転
　 １　耕地白糖の台頭と三つ巴競争
　 ２　パイオニア企業の首位逆転
　 ３　「準国策会社」的性格の功罪
　む　す　び
は じ め に
　近代日本初の植民地台湾そのものの経営を左右しかねない近代製糖業の
確立を目指し誕生したのが，1900年12月創立の台湾製糖株式会社（以下，
すべて株式会社は省略）に他ならなかった。近代製糖業のパイオニア企業で
商学論纂（中央大学）第56巻第 １・ ２号（2014年 7 月）
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ある台湾製糖については，久保［1997］が同社を「準国策会社」として位
置づけ，経営史的に詳細な分析を加えているが，次のような ３つの課題を
有していた1）。
　①　台湾拓殖をはじめとした国策会社との比較を念頭に置いた「準国策
会社」論に固執するあまり，ライバル企業各社との企業間競争におい
て「準国策会社」的性格がどのように機能したのか，その実態を論じ
るに至っていないこと。
　②　台湾製糖の「準国策会社」的性格に関しても，同社創立時の特殊事
情やトップマネジメントにおける経営理念面での継承を指摘するにと
どまり，激烈な企業間競争にあっても同性格に変化はなかったのか，
具体的にどのように変化していったのかを論じるに至っていないこと。
　③　台湾製糖の「準国策会社」的性格と同社の堅実主義経営の関係につ
いても，同性格のもっぱら保守的な具現化と位置づけるだけで，その
功罪について論じていないこと。
　①と③に関しては，近代製糖業の経営史的研究は事実上台湾製糖 １社に
とどまり，四大製糖と称される他のメインプレイヤー ３社に関する分析は
いまだなされていないことの結果に他ならなかったが，その後，明治製糖
について久保［1996］［1998，1999ab］，大日本製糖について久保［2005a］［2006d］
［2007a］，塩水港製糖について久保［2012，2013］がそれぞれ公刊され，四
大製糖各社の経営史的研究がようやく一巡するに至ったため，メインプレ
イヤー ４社の企業間競争にあって，台湾製糖がパイオニア企業の優位性を
生かしつつ，いかに戦略展開を図っていったのかを論じることが可能と
なった次第である。
1）　以下の課題は，久保［1997］所収の序章及び第 １ - ６ 章の内容を踏まえた
ものである。なお，久保［1997］における記述との重複は避け，本論文では
新たなる事実発見を中心に展開していきたい。
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　一方，②に関しても，糖業連合会を舞台とした近代製糖業界各社の競争
と協調を本格的に論じた久保編［2009］が公刊され，「競争を基調とした
協調の模索」を当該業界の特徴と指摘しつつ，その協調行動を根底で支え，
たびたび訪れた糖業連合会解散の危機を回避させた台湾製糖のコーディ
ネーター機能にも言及した。久保編［2009］を踏まえつつ，四大製糖間の
激烈な企業間競争にあっても，なぜ台湾製糖は同機能を発揮したのかをあ
らためて考察することで，同社の「準国策会社」的性格について白紙の状
態から検討を加えていくこととしたい。
　なお，本論文は「準国策会社」として誕生した創立時に限定することな
く，近代製糖業界における ３つの業界再編をもって時期区分し，それぞれ
の時期に検討を加えていくことにしたい。具体的には，第一次世界大戦前
後の第 １次再編期，金融恐慌による台湾銀行の動揺から鈴木商店の倒産を
中心とする第 ２次再編期，戦時体制のもと文字通り四大製糖体制へと収斂
していく第 ３次再編期である。そして，第 １次から第 ２次再編期にかけて
は，なぜ台湾製糖が長期にわたる持続的な競争優位を維持することができ
たのかが，また，第 ３次再編期においては，その台湾製糖が後発企業大日
本製糖になぜ逆転されるに至ったのかが，それぞれ最大のポイントとなる
ことをあらかじめ記しておきたい。
Ⅰ　業界再編と競争優位の源泉
１ 　近代製糖業の業界再編
　まずは，分析を加えていく上での時期区分となる当該業の業界再編につ
いて，以下簡単に言及しておきたい2）。具体的には，第一次世界大戦前後
の第 １次再編を1918年段階に，金融恐慌による台湾銀行の動揺から鈴木商
2）　近代製糖業界の ３度の業界再編に詳細については，久保編［2009］所収第
１章を参照されたい。
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店の倒産を中心とする第 ２次再編を28年段階に，そして，戦時体制のもと
文字通り四大製糖体制へと収斂していく第 ３次再編を44年段階に，図 １の
四大製糖の製造能力の推移を見つつそれぞれ確認しておくことにしよう。
　まず，第 １次業界再編期の製造能力は台湾製糖が群を抜いて大きく，東
洋製糖，塩水港製糖，明治製糖，帝国製糖の順で続き，大日本製糖は台湾
製糖の ４分の １にとどまっている（図 １参照）。すなわち，大日本製糖の近
代製糖業界における地位がいまだ高くはなく，パイオニア企業台湾製糖の
優位性が示される形となっている。こうした工場能力の違いには業界再編
の結果が反映されており，台湾製糖があわせて ７工場を傘下に収め，それ
に次ぐ明治製糖が ３工場を傘下に収めていく3）。また，東洋製糖，塩水港
3）　台湾総督府『第十九台湾糖業統計』18ページ。
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図 １　四大製糖の製造能力の推移
（出所）　台湾総督府『台湾糖業統計　大正九年刊行』18－19ページ，『台湾糖業統計』所収の「新
式製糖場一覧表」各年版より作成。
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製糖と粗糖専業 ３社（台東，林本源，新興）以外はすべて精粗兼業化へと踏
み出しているものの，耕地白糖については時期尚早の段階で，本格的に生
産に着手しているのは台湾で最初に手がけた塩水港製糖と東洋製糖だけで
あった4）。
　次に，第 ２次再編の結果を1928年段階に確認していくと，製造能力にお
ける台湾製糖の優位性は変わらないものの，東洋製糖売却をめぐる明治製
糖と大日本製糖の能力増加が顕著である（図 １参照）。具体的には，大日本
製糖が27年10月東洋製糖を合併する一方で，大日本製糖は失敗から学んだ
教訓を生かし烏樹林と南靖の ２工場を明治製糖に売却したのであり，その
結果が大日本製糖と明治製糖の製造能力面でのキャッチアップに他ならな
かった。同じく第 ２次再編で注目されるのは耕地白糖をめぐる動きであり，
18年段階で塩水港製糖 ３，台湾製糖 １の計 ４工場しか存在しなかった耕地
白糖工場が，28年段階では ４社10工場にまで増加する5）。そして，大日本
製糖も耕地白糖設備を有する斗六工場を東洋製糖の合併によって傘下に収
めることで6），四大製糖すべてが精粗兼業化と耕地白糖製造の双方を同時
4）　台湾総督府『台湾糖業統計　大正七年刊行』40-51ページ。
5）　具体的には，台湾製糖が車路墘，旗尾の ２工場（以下，製糖所も工場と称
す）を追加，明治製糖は新たに ３工場が追加された。なかでも東洋製糖が大
日本製糖傘下に入るに際し，明治製糖へと売却された烏樹林と南靖の ２工場
において耕地白糖が生産されていたことは， ２工場に隣接する原料採取区域
の広大さとともに同社にとって大きな意味を持つことになった。
6）　精製糖業を中心に発展してきた大日本製糖が，内地市場において精製糖製
品と競合しかねない耕地白糖の生産へと踏み切ったことは，一見して矛盾し
た意思決定のようにも見える。しかし，精製糖製品に比べ生産コストが低く，
精製糖に近い品質を有する耕地白糖が内地消費者に好まれていた状況を考え
るとき，大日本製糖の耕地白糖進出はごく自然な成り行きであった。耕地白
糖の台湾からの移入増加によって精製糖製品の内地市場での販売は減少する
が，その分を中国市場中心の外国市場に輸出するというすみ分けによって，
一見矛盾するかに思われる耕地白糖生産と精製糖生産の同時実現を可能とし
106
実現させるに至ったのである。
　以上，四大製糖体制が着実に形成されていったのが第 ２次再編に他なら
なかったわけだが，この点を金融恐慌前後の分蜜糖製造力と産糖高を比較
した表 １に確認してみると，台湾・明治・大日本の上位 ３製糖会社の製造
能力と産糖高の占有率が顕著に増加していること，なかでも大日本製糖の
増加が著しいことがわかる。そして，四大製糖の占める割合は製造能力で
は59.9％から74.2％に，産糖高では61.9％から76.2％にそれぞれ大きく伸び
ている。
　最後に，第 ３次再編を1943年段階に確認していくと，最も注目されるの
は大日本製糖の成長であろう。27年から同社が経営権を握っていた新高製
たのである。なお，大日本製糖が耕地白糖生産を本格化させるのは，1932年
12月の虎尾第 ２工場における製造開始であるが，詳しくは，久保［2007a］
を参照されたい。
表 １　台湾における会社別工場製造能力と産糖高の比較
工場製造能力（噸） 産糖高（千担）
1927年3月 占有率（％） 1928年3月 占有率（％） 1927年 占有率（％） 1928年 占有率（％）
台湾 8,780 23.6 10,330 27.7 1,802 26.9 2,378 25.0
明治 5,100 13.7 6,850 18.4 867 12.9 1,880 19.7
大日本 3,200 8.6 6,400 17.2 613 9.1 1,796 18.8
塩水港 5,250 14.1 4,050 10.9 874 13.0 1,209 12.7
新興 850 2.3 850 2.3 87 1.3 101 1.1
新高 3,050 8.2 3,050 8.2 530 7.9 670 7.0
帝国 3,000 8.1 3,000 8.1 883 13.2 1,146 12.0
昭和 - - 1,570 4.2 - - 214 2.2
台南 1,570 4.2 - - 113 1.7 - -
台東 350 0.9 350 0.9 47 0.7 30 0.3
新竹 500 1.3 500 1.3 24 0.4 40 0.4
沙轆 300 0.8 300 0.8 40 0.6 65 0.7
東洋 4,950 13.3 - - 818 12.2 - -
恒春 350 0.9 - - 12 0.2 - -
総計 37,250 100 37,250 100 6,710 100 9,529 100
上位４社 22,330 59.9 27,630 74.2 4,156 61.9 7,263 76.2
　（注）　工場能力については，英・米噸の区別はしていない。
（出所）　台湾総督府『第十五台湾糖業統計』6-9ページ，『第十六台湾糖業統計』6-9，82-85ペー
ジ，『第十九台湾糖業統計』84ページより作成。
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糖を35年正式に合併し，その後も39年昭和製糖，41年帝国製糖と矢継ぎ早
に大型合併を実現することで，近代製糖業界のパイオニア台湾製糖をつい
に凌駕したのであり，製造能力面での逆転は39年段階ですでに確認できた
のである（図 １参照）。そして，新興製糖が台湾製糖へ（41年），台東製糖が
明治製糖へ（43年）とそれぞれ合併され，文字通りの四大製糖体制が確立
される。こうした大日本製糖の近代製糖業界における躍進ぶりを，分蜜糖
生産高に占める四大製糖のシェアの推移を示した図 ２に確認していくと，
製造能力を反映して40年にかけて大日本製糖が一番手企業となったことが
わかる。また，耕地白糖をめぐる動きについては，28年段階で塩水港製糖
３，台湾製糖 ３，明治製糖 ３，大日本製糖 １の計10工場であった耕地白糖
工場が，大日本製糖11，台湾製糖 ７，塩水港製糖 ６，明治製糖 ５と， ４社
図 ２　四大製糖の分蜜糖生産シェアの推移
（出所）　台湾総督府『第十七台湾統計統計』82-89ページ，『第二十台湾統計統計』84-86ペー
ジ，『第二十三台湾統計統計』86-91ページ，『第二十六台湾統計統計』84-89ページ，『第
二十九台湾統計統計』 １，84-89ページより作成。
0.0
5.0
10.0
15.0
20.0
25.0
30.0
35.0
（％）
台湾製糖 大日本製糖 明治製糖 塩水港製糖
19
10
19
11
19
12
19
13
19
14
19
15
19
16
19
17
19
18
19
19
19
20
19
21
19
22
19
23
19
24
19
25
19
26
19
27
19
28
19
29
19
30
19
31
19
32
19
34
19
36
19
33
19
35
19
37
19
38
19
39
19
40
108
合計29工場にまで増加するに至り7），合併効果も手伝って大日本製糖の伸
びがなかでも際立っている。内地精製糖業界の雄である一方で，耕地白糖
11工場を含め8），20工場もの新式製糖工場を有する巨大な生産基盤を大日
本製糖は有するに至ったわけである。
　なお，図 ２の生産シェアの推移に先述した ３つの時期区分を重ねあわせ
てみると，パイオニア企業として創立して以降，第 １次から第 ２次再編期
へと30年以上に及ぶ競争優位を台湾製糖が持続していること，その競争優
位性が劇的に失われたのが第 ３次再編期であったことがそれぞれ示されて
いる。そこで，以下の分析に当たっては， ３度の業界再編を時期区分とし
ながら検討を加えていくこととしたい。
7）　1930年代における耕地白糖施設の充実は顕著なものがあり，1934年に ４工
場，37年に ４工場，そして，39年に ７工場において新たに耕地白糖製造がス
タートしている（『第二十四台湾糖業統計』 ６ - ９ ページ，『第二十七台湾糖
業統計』 ６ - ９ ページ，『第二十九台湾糖業統計』 ６ - ９ ページ）。特に，日中
戦争が勃発した37年以降の急増には目を見張るものがあるが，これには戦時
体制への突入にともなう製糖業界をとりまく環境変化が大きく影響してい
る。台湾産原料糖による内地精製糖を耕地白糖によって代替させようとする
方針転換がそれであり，炭酸法に比べコストの安く，石灰石その他の資材使
用量が少なくてすむ亜硫酸法をもって耕地白糖を拡大していくべきことが，
台湾総督府より製糖研究会（15年 ４ 月設立の製糖各社の製糖技術者による団
体）に40年 １ 月に提言されたのである。なお，精製糖は43年 ６ 月の閣議決定
「戦力増強企業整備要綱」の対象となり，工場閉鎖を余儀なくされていった
（糖業協会編［1997］367，409-410ページ）。
8）　11工場という業界随一の耕地白糖設備を有するに至ったのにも一連の
M&A 戦略が大きく貢献しており，1941年の帝国製糖合併によって ６工場（耕
地白糖 ５工場）を傘下に収めている。なお，帝国製糖は34年開始の台中第 ２
工場に加え，40年代に入り台中第 １，潭子，新竹，崁子脚の ４工場において
耕地白糖生産を開始している点が注目される（台湾総督府『第二十九台湾糖
業統計』 ８ページ）。
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２ 　原料調達面での優位性
　「準国策会社」として誕生したパイオニア企業台湾製糖の競争優位の源
泉を考えるとき，原料調達面と販売面の ２つの優位性を指摘することがで
きる。まずは，原料調達面の優位性から検討していくことにしよう。近代
製糖業の特徴として，分蜜糖の原料である甘蔗収穫の重要性が指摘できる
が，その重要性は ２つの点から確認できよう。 １つが，生産コストに占め
る甘蔗関連コストの大きさである。1920年から39年までの20年間の平均で，
年間の平均で，原料代45.5％，原料諸費16.2％，製造費12.0％，営業費
16.8％，販売費9.5％となっており，原料費と原料諸費を合計した原料関係
費が全体の61. ７ ％を占め9），実に製糖コストの ６割を占める原料甘蔗は当
該業の心臓部とも言える存在であった。
　いま １つが，分蜜糖生産量と甘蔗収穫量の関係である。両者の推移を示
した図 ３が端的に示すように，甘蔗収穫量と分蜜糖生産量はほぼ同じよう
な推移をたどっており，原料甘蔗の収穫量が分蜜糖の生産量を規定してい
たことが見て取れる。ここでは，甘蔗収穫量の安定がいかに重要であるか
を確認すべく，1912－13年と33－34年の ２つの局面について言及しておきた
い。前者は ２年連続して台湾を襲った台風，とりわけ暴風によって甘蔗が
なぎ倒され，甘蔗収穫量の減少によって分蜜糖生産量も減少した局面であ
る。一方，29年に自給自足を達成して以降増収傾向は続き，32年の大増収
により分蜜糖価格の下落を危惧した糖業連合会10）メンバー各社が， ２年
9）　台湾総督府『第二十六糖業統計』104ページ，『第二十九台湾糖業統計』
104ページより算出。
10）　糖業連合会とは近代製糖業界のカルテル組織であり，　各社が製造した分
蜜糖を原料糖や直接消費糖ごとにメンバーの処分割り当てを決める産糖処分
協定，その前提となる精製会社との原料売買契約，台湾から日本国内への分
蜜糖の輸送に関する台湾産糖輸送契約などを主たる任務としており，前二者
をめぐっては利害調整機能，後者をめぐっては経営資源補完機能を発揮した
が，競争抑制機能については1933・34年の生産調節協定に限定されていた。
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度にわたって生産調節協定を実施したのが他でもない後者局面であった。
　近代製糖業をめぐる以上 ２つの特徴を念頭に置くとき，原料甘蔗をいか
に安定して調達するかが製糖会社各社にとっての至上命題となった。原料
調達の方法には，自営農園で甘蔗を栽培する自作原料と原料採取区域から
買い上げる買収原料の大きく ２つの方法があったが，台湾製糖の原料調達
面での優位性を確認すべく，四大製糖における原料甘蔗の自作原料と買収
原料の割合を示した表 ２を見ていくことにしよう。同表において注目すべ
きは，原料調達面の安定をもたらす自作原料の割合であるが，台湾製糖が
32.2％と全製糖会社平均の21.9％を大きく上回っているのみならず，大日
本製糖9.4％，明治製糖8.9％，塩水港製糖18.0％と比べても群を抜いて高
い割合となっていることがわかる。
　台湾製糖の自作原料割合の高さを可能としたのが，同社の広大な自営農
図 ３　台湾分蜜糖生産量と甘蔗収穫量の推移
　（注）　 １斤は0.6kg である。
（出所）　台湾総督府『第二十九台湾糖業統計』 １ページより作成。
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園の存在である。この点を確認すべく，表 ３の自営農園作付面積の推移に
検討を加えていくと，台湾製糖といえどもいまだ自作原料割合が低かった
1916・17年においては（表 ２参照），自営農園の作付面積それ自体も小さかっ
たことを表 ３は示している。同作付面積は17年から拡大し始め，自作割合
が20％を超える18年に6,000甲台に乗る。そして，21年にすべての原料採
　　　　表 ２　四大製糖における甘蔗収穫量の原料甘蔗自作・買収別割合 （％）
台湾製糖 大日本製糖 明治製糖 塩水港製糖 全製糖会社
自作原料 買収原料 自作原料 買収原料 自作原料 買収原料 自作原料 買収原料 自作原料 買収原料
1916 7.2 92.8 4.3 95.7 1.1 98.9 8.9 91.1 9.0 91.0
1917 12.2 87.8 5.3 94.7 2.8 97.2 10.3 89.7 13.1 86.9
1918 21.6 78.4 6.2 93.8 4.1 95.9 17.3 82.7 23.0 77.0
1919 31.1 68.9 10.1 89.9 6.0 94.0 17.7 82.3 28.9 71.1
1920 31.5 68.5 8.4 91.6 4.2 95.8 20.7 79.3 27.5 72.5
1921 35.7 64.3 5.3 94.7 3.9 96.1 22.8 77.2 26.8 73.2
1922 39.1 60.9 6.6 93.4 7.1 92.9 24.6 75.4 25.9 74.1
1923 33.7 66.3 6.6 93.4 6.0 94.0 23.1 76.9 21.7 78.3
1924 30.3 69.7 3.6 96.4 5.0 95.0 19.8 80.2 17.6 82.4
1925 32.7 67.3 4.4 95.6 2.4 97.6 19.8 80.2 18.3 81.7
1926 35.9 64.1 7.2 92.8 5.9 94.1 27.9 72.1 23.5 76.5
1927 39.6 60.4 7.7 92.3 6.2 93.8 16.6 83.4 22.1 77.9
1928 32.1 67.9 7.4 92.6 6.3 93.7 11.1 88.9 19.5 80.5
1929 34.7 65.3 10.0 90.0 8.3 91.7 10.6 89.4 20.8 79.2
1930 41.0 59.0 13.0 87.0 11.7 88.3 16.2 83.8 24.5 75.5
1931 33.9 66.1 11.1 88.9 12.4 87.6 19.0 81.0 21.6 78.4
1932 38.3 61.7 12.3 87.7 14.9 85.1 25.6 74.4 25.2 74.8
1933 46.9 53.1 15.5 84.5 23.1 76.9 24.8 75.2 29.4 70.6
1934 42.5 57.5 17.2 82.8 15.5 84.5 22.4 77.6 27.2 72.8
1935 31.9 68.1 12.5 87.5 13.6 86.4 16.3 83.7 21.2 78.8
1936 33.3 66.7 13.4 86.6 13.4 86.6 18.9 81.1 22.2 77.8
1937 33.1 66.9 12.9 87.1 18.8 81.2 15.0 85.0 21.7 78.3
1938 26.0 74.0 10.7 89.3 9.9 90.1 11.5 88.5 16.4 83.6
1939 29.0 71.0 12.7 87.3 10.2 89.8 12.0 88.0 18.1 81.9
平均 32.2 67.8 9.4 90.6 8.9 91.1 18.0 82.0 21.9 78.1
　（注）　本表は，自作原料と買収原料の合計に対するそれぞれの割合を算出したものである。
自作原料とは，自営農園（所有地農園および小作地農園）において栽培された分を，
また，買収原料とは，小作地（所有地）および転小作地（小作権取得地）を含む，一
般甘蔗作農民からの買収分をさしている。
（出所）　台湾総督府『第十四台湾糖業統計』36-39ページ，『第十八台湾糖業統計』42-47ペー
ジ，『第十九台湾糖業統計』22-33ページ，『第二十一台湾糖業統計』28-33ページ，『第
二十四台湾糖業統計』22-39ページ，『第二十七台湾糖業統計』22-39ページ，『第二十
九台湾糖業統計』22-33ページより作成。
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取区域内に自営農園が存在するに至るわけだが，同年段階で1,000甲を上
回る自営農園は，橋仔頭，後壁林，阿緱，東港といった高雄州に位置する
ものもあれば，台北や埔里社といった中部以北に位置する自営農園もあっ
た。しかし，後者の ２区域については，22年以降大きく減少していること
も表 ３は示しており，米糖相剋状況11）が深刻な中部以北にあっては，台
湾製糖でさえも厳しい状況にあったことを物語っている。
　しかし，ここで １つの疑問がわく。そもそも自営農園とは製糖会社が経
営する農園ゆえに，会社が望む甘蔗作付面積が減少することなどあり得な
いはずだが，作付面積が減少するのには理由がある。表 ２の自作原料が栽
培される自営農場には，製糖会社が所有する社有地12）農園のみならず小
表 ３　台湾製糖の自営農園作付面積の推移（甲）
製糖所 1916 1917 1918 1919 1920 1921 1922 1923 1924 1925
橋仔頭 122 203 290 785 1,322 1,218 1,074 1,124 1,093 850
後壁林 826 1,729 1,671 1,220 1,209 1,318 1,349 1,544 1,152 1,421
阿緱 341 849 1,577 1,784 1,906 1,151 1,243 1,145 1,000 1,166
東港 1,303 1,164 860 1,071 1,504
車路墘 57 89 606 752 217 311 532 341 377 484
湾裡 12 30 110 187 419 563 303 401 397
三崁店 56 117 122 172 282 428 396 364 99
埔里社 264 431 1,118 624 789 1,299 618 520 470 523
台北 61 747 932 976 1,614 1,656 341 121 121 239
計 1,671 4,116 6,341 6,373 7,416 8,957 7,312 6,354 6,049 6,683
（出所）　台湾総督府『第十四台湾糖業統計』36-38ぺージ，『第十八台湾糖業統計』42-46ペー
ジより作成。
11）　米糖相剋状況については，久保［2006a］に詳しいので参照されたい。
12）　製糖会社が社有地を獲得する方法には，官有地の払い下げと民有地の買収
の ２つがあり（根岸［1942］129ページ），前者の中心をなすのが，台湾糖業
奨励規則第 ３条の次の規定によるものである。すなわち，「甘蔗耕作ノ為メ
ニ官有地ヲ開墾スル者ニハ之ヲ無償ニテ貸付シ全部成功ノ後無償ニテ其ノ業
主権ヲ付与ス」（台湾総督府［1927］27ページ）という注目すべき条項が規
定されており，社有地の多くはこの規定をもって取得されたものと考えられ
る。なお，台湾糖業奨励規則施行細則の第 ８条には，「業主権」を許可され
る面積は原則として50甲以内であるが，それを超える場合もあり得ると次の
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作地農園も含まれており13），創立期を除き社有地を増加させることが容易
でないなか，表 ３で示されたような自営農園の作付面積が増加していった
背景には，こうした小作地農園の増加があったのである。
　その一方で，台湾製糖は買収原料についても優位性を有しており，パイ
オニア企業としての特権を生かし，甘蔗栽培に最も有利な南部高雄州に大
部分の原料採取区域を有していたことも（参考地図参照），同社に安定した
原料調達をもたらすことに大きく寄与したのである。同じくパイオニア企
業としての特権14）としては，創立に際して広大な社有地を低廉な価格で
ように規定され，多くはこの例外規定によって拡大されていったものと考え
られる。すなわち，「台湾糖業奨励規則第三条ニ依リ貸付スヘキ土地ノ面積
ハ五十甲以内トス　但シ其土地ノ状況又ハ事業ノ方法ニ依リテハ特ニ此制限
ノ超過を許可スルコトアルヘシ」（台湾総督府［1927］30ページ）と。
13）　製糖会社の原料甘蔗調達方法は，A．自営農園からの調達，B．小作地か
らの調達，C．その他一般の原料採取区域からの調達の大きく ３つに分かれ，
B には製糖会社の所有地を貸し出した小作地，製糖会社が地主から借りた小
作権取得地を小作地として貸し出した転小作地，それぞれからの調達が含ま
れていた。
　　　小作権取得地の場合，小作人である製糖会社の「足許を見込み，高率小作
料を要求する場合が少くない。かくして土地所有者は確実なる小作料を得る
ばかりでなく，小作農場にて働く機会も生」（根岸［1942］137ページ）じる
など，地主にとって有利な条件であったが，製糖会社にとっては必ずしも有
利なものではなかった。にもかかわらず，製糖会社が小作地を取得しようと
したのは，会社自らが経営する農場を広げたいとの強い願望を有していたか
らに他ならなかった。なお，根岸［1942］所収の第 ５表・第 ７表（138，140
ページ）によれば，製糖会社が小作権取得地に支払う小作料は，小作農が製
糖会社に支払う小作料より高かった。
　　　転小作地をめぐっては，また貸しされた甘蔗作農民が製糖会社に小作料を
支払い，製糖会社がまた地主に小作料を支払うという重層的な小作関係が存
在することになる。なお，製糖会社が小作地を取得する目的は転小作そのも
のにあったわけではなく，「輪作上，雑作をなす期間」ないしは「原料獲得
上不利な場合」に限って，製糖会社は転小作を行うのである（根岸［1942］
140ページ）。
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購入することができた点も指摘でき，台湾製糖の自社栽培主義の礎は創立
段階で担保されていたことになる。事実，山本悌二郎専務取締役は第32回
株主総会の席上，広大な社有地を有することの意義を米糖相剋とも絡めて
次のように述べている。
「二万五千町歩内外ノ耕地ヲ……十二分ニ利用スルコトガ出来マスレバ
……米作ノ圧迫ヲ受ケテモ決シテ驚ク必要ハナイ」15）と。
３ 　三井物産との一手販売契約
　最後に，台湾製糖の優位性の源泉として指摘しておかなければならない
のが，三井物産との一手販売契約による販売面での安定性であり，同契約
は台湾製糖の創立段階から首尾一貫して継続する強固な販売関係であっ
た。そこで，三井物産との一手販売契約について，同契約が締結された
1902年 ９ 月に遡り，時系列で契約の変更点を整理した史料に検討を加えて
いきたい。
　「困難といへば総てが困難であつた」16）と後に第 ３代社長山本悌次郎が
追懐したように，台湾製糖の創業期は土匪の襲来，ペストの流行，あいつ
ぐ機械の故障をはじめ生産開始もままならないくらいの状況にあった。パ
イオニア企業台湾製糖にとっては，先述した原料調達面での優位性という
14）　久保［1997］においては，原料調達先をめぐる以上 ２つの優位性を「準国
策会社」的性格の国策会社的側面と位置づけたが，後に明らかになるメイン
プレイヤー ４社による激烈な企業間競争を前提として改めて考えるとき，む
しろパイオニア企業の優位性と捉えるべきであるというのが本論文のスタン
スである。とはいえ，広大な社有地購入をめぐる次の井上馨の発言などを見
ると，国策会社的側面も少なからず垣間見えるところではある。すなわち，
「保護ト便宜トヲ有シテアル間ニ於テ当社ノ耕地ヲ買入置キ度キ希望ナリ」
（台湾製糖［1901］11ページ）と。
15）　台湾製糖［1924］ ３ ページ。
16）　伊藤編［1939］ ９ ページ。
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先発のメリットとともに，様々な初期制約条件という先発のデメリットも
併存していたわけで，先発企業の同社にとっては，先発のメリットを生か
しつつデメリットをいかに克服していくかが重要な課題となった。数ある
初期制約条件のなかでも死活問題だったのが，製造した分蜜糖を販売する
ための販売業者の存在であった。先発企業のデメリットとして販路の不在
が指摘されるが，幸い台湾製糖にはその心配は要らなかった。同社創業の
立役者であり，三井家顧問としていわばお目付役的存在であった井上馨が
益田孝に指示し，三井物産が台湾製糖の筆頭株主として創立のお膳立てを
していたのである17）。当然のことながら，台湾製糖の最大の初期制約条件
となるはずであった販路開拓という課題を払拭したのも三井物産に他なら
ず，日本を代表する商社との一手販売契約のおかげで，先発のデメリット
となるはずであった販路問題はメリットに転じ，同社優位性の源泉の １つ
となったのである。
　1900年12月創立した台湾製糖は，02年 １ 月に本格的な製造に着手し，同
年 ５月をもって第 １回目の製糖作業を終了したのであるが18），その ４ヶ月
後に三井物産との一手販売契約が締結されたことになる。最初に締結され
た契約書の特徴とは，以下の ３点に整理することができる19）。
　①　注文数量と売値が両社協議の上で決定され，そのための情報交換が
行われること（第 ３ － ５ 条）。
　②　販売手数料の ２％を台湾製糖は支払うが，販売諸経費及び天災等不
可抗力による災害分も台湾製糖が負担すること（第 ７，８条）。
17）　筆頭株主だったのが三井物産1,500株であり，全株式の実に7.5％を占めて
いた。なお，台湾製糖の創立に際し，内蔵寮（くらりょう）の長官である内
蔵頭（くらのかみ，宮内省）1,000株，毛利元昭1,000株はじめ皇室関係が
21％を占めた（伊藤編［1939］83-87ページ）。
18）　伊藤編［1939］133ページ。
19）　台湾製糖［1903］。詳しくは，久保［1997］所収の第 ５章を参照されたい。
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　③　台湾製糖製品を担保とした前貸金の貸与はじめ，三井物産から台湾
製糖への事実上の資金援助を含んでいること（第 ９ －11条）
　三井物産への配慮が②に垣間見えるものの，以後も継続していくことに
なる一手販売であることや③の資金援助を勘案するとき，やはり台湾製糖
にとって有利な販売契約であったと評価できよう。事実，三井物産との一
手販売契約が軌道に乗った1917年，山本専務取締役は第17回定時株主総会
において次のように述べている。
　「三井物産ニ委託販売ヲシテ居ルト云フコトハ此会社ノ非常ニ強味デア
リ安全ナ方法デアル」20）と。
　では，台湾製糖と三井物産の一手販売契約は一貫して同じ内容を維持し
ていったのであろうか。この点を確認すべく，1938年までの主な変更点を
整理した史料に検討を加えていくことにしたい。契約締結から最初の見直
しに当たる05年契約の変更点としては，まず第 １に，全体として02年契約
の不備を補ったより完成度の高いものになっている点が指摘でき，政府に
よる「砂糖専売」や他社との「合作」といった通常では考えられない場合
も想定した契約となっている（第17条）。第 ２に，販売方法については両社
協議の上で決定するものの，販売価格についてはあくまでも台湾製糖が指
定することになっている（第 ５条）。糖商の疲弊にともなう製糖会社主導の
販売関係という20年代顕著となる傾向が，台湾製糖と三井物産の一手販売
には早く確認できることは注目に値する。創立時の井上を介した両社の密
20）　台湾製糖［1917］13-14ページ。三井物産の手数料が割安であったことは，
「他ノ会社ガ委託販売ノ手数料トシテ出シテ居ル手数料ヨリハ安クトモ決シ
テ高クナイ」（台湾製糖［1917］14ページ）という山本専務の発言にも示さ
れている。また，同社に一方的に任せる販売契約でないことは，次の発言か
ら明らかである。すなわち，「決シテ自由ニ任シテハ居リマセヌ，必ズ先方
カラ相談ニ参リマシテ本社ノ販売ノ主任ト相談ヲ致シテ其都度協定ノ結果売
約ヲ致スヤウナコトニナツテ居ル」（台湾製糖［1917］15ページ）と。
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接な関係をより強固なものとした結果に他ならず，それだけ物産側の全面
的バックアップの裏返しとも理解できよう。そして第 ３に，販売のみなら
ず積出についても含まれるに至っている点であり，積出手数料を1.5％と
定めるとともに（第10条），別途「積出ニ関スル契約」を定めることとなっ
た（第16条）。
　1905年契約と並んで大きな変更が加えられたのが，18年ぶりの本格的変
更となる23年契約であり，その背景には台湾製糖の一番手企業としてのポ
ジションが揺るぎないものとなったことが横たわっていた。第 １の変更点
としては，台湾製糖の販売価格の指定が両社協議へと変更されており（第
４条），20年代に至り三井物産による支援態勢にも徐々に変化が見られた
ことを示している。第 ２に，一手販売契約の対象に酒精が加わったこと（契
約名及び第 １条等）。第 ３に，三井物産の販売する砂糖を台湾製糖製品に限
定していたが，ジャワ糖を事実上意味する外国糖の輸入販売についてはそ
の限りではないことが明示される（第 ２条）。すなわち，台湾製糖以外のた
めに三井物産はジャワ糖を輸入するに至ったことは，それだけジャワ糖買
い付けが投機性を孕みつつも商社にとって大きなビジネスチャンスであっ
たことを意味しているが，この点に関しては後に詳述したい。第 ３に，消
費税用の担保として，三井物産が有価証券をもって台湾製糖に融通するこ
とを（第10条），砂糖の価格変動による増担保分を台湾製糖が負担すること
を含め記載されている点であり（第12条）21），27年消費税改正に向けた糖業
連合会による陳情活動が動き出したことをにらんだ変更と考えられる22）。
　第 ４に，販売手数料について台湾分蜜糖15％，精白糖10％と指定され（第
21）　「一手販売製品取扱覚書」の第 １条には，三井物産が税務関係の手続きも
手数料なしで行うことが記載されている（史料参照）。
22）　糖業連合会による消費税・関税改正への陳情活動については，久保編［2009］
所収の第 ５章に詳しいので参照されたい。
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９ 条），1902年契約以来継続していた販売手数料 ２ ％から大幅に引き上げ
られたことになり23），これまた台湾製糖の経営が安定したことを受けた三
井物産側の支援態勢の変化に他ならなかった。ここで，分蜜糖と精白糖で
手数料に違いがあることをどのように理解したら良いのであろうか。この
点に関しては，29年契約における変更と考えあわせると理解しやすい。同
年の ９条では，台湾分蜜糖の手数料が15％から ５％引き下げられ，酒精を
除くすべての砂糖の販売手数料が10％に統一されたことになる（史料参照）。
四大製糖の耕地白糖生産の推移を示した後出の図 ９から明らかなように，
24年段階では台湾製糖の耕地白糖生産は緒についたばかりであるのに対
し，29年段階では耕地白糖のパイオニア塩水港製糖に急接近するまでに生
産を大きく伸ばしていることが，販売手数料が変更されるに至った背景と
して重要である。すなわち，精白糖の販売量が少ない段階では相対的に手
数料を抑えていたものの，耕地白糖の販売量増加を受けて分蜜糖と手数料
を統一するに至った。ただし，耕地白糖を含む台湾分蜜糖全体の生産量が
大きく伸びた29年段階では（図 ３参照），耕地白糖を含むすべての台湾分蜜
糖の手数料を10％に統一することで，三井物産側が台湾製糖への配慮を示
したということである。
　最後に， ９年ぶりの変更となる1938年契約に検討を加えていくと，まず
契約の適用範囲が「朝鮮，樺太，台湾」といった植民地にまで拡大される
に至り，台湾分蜜糖の生産量の増加と価格の低下にともない，その消費範
囲が拡大されていったことを受けた変更であった。次に指摘されるべきは，
「戦時保険」（第 ７条）や「国庫債券」（第10条）といった戦時体制の影響を
受けた文言が盛り込まれるようになったことである。また，第 ９条の販売
手数料に追加された「輸出品ノ原料ニ使用セラルゝ砂糖」とは輸出向け精
23）　「甲ハ販売手数料トシテ其砂糖売上代金ノ百分ノ弐（即チ百円ニ付金弐円
也）ヲ乙ニ支払フヘシ」（台湾製糖［1903］第 ８条）。
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製糖用の原料糖を意味しており，ここでの原料糖とは従来まではジャワ糖
のことを意味していたが24），そのジャワからの原料糖輸入に激変が生じた
のである。36年から38年にかけての原料糖使用高を見てみると（単位：千担），
外国糖（事実上ジャワ糖）が4,234→271→ ０ と激減したのに対し，台湾糖は
3,713→2,548→5,508と増加傾向にあり25），ジャワ側の生産体制の変化とと
もに関税改正が大きく影響していた26）。こうした輸出精製糖用の原料糖が
ジャワ糖から台湾分蜜糖へと移行したことを踏まえ，別途両社が協議する
24）　精製糖用原料糖を輸入した場合に関税分が払い戻されるという輸入原料糖
払戻税法が廃止され（改正関税定率法第 ９条），事実上払い戻し対象が輸出
精製糖に限定されたことで，内地消費向けにジャワ糖を使用するメリットは
激減し，内地向けは台湾分蜜糖，輸出向けはジャワ糖というすみ分けがなさ
れるようになった。
25）　台湾総督府『第二十九台湾糖業統計』156ページ。
26）　1911年改正の関税率では，和蘭標本色相21号未満の中双は18号未満の黄双
より0.9円高いために，ジャワ中双にわざわざカラメル着色を糖蜜で施して
日本に黄双として輸入したために，多くの手間を要するため，中双よりも高
い価格で取引されるという変則事態が生じた。そこで，内地精製糖業者とし
てはジャワ糖の現状に見合った税制に変えることを望んでいたが，その期待
通りの改正結果となったのが，27年関税改正における和蘭標本色相11号以上
22号未満の税率を3.95円へと統一するものであった（糖業協会編［1997］188
ページ，台湾総督府『第二十九台湾糖業統計』196-197ページ）。その後，31
年 ５ 月にブリュッセルで締結された国際砂糖協約（チャドボーン協定）によっ
て，翌年度から協定にもとづく産糖制限を実施されたのを受け，32年から35
年にかけてのジャワにおける中双・黄双の合計生産高は（34年から黄双は中
双に含まれる，単位：千担），1,160→241→89→44という具合に激減していっ
た（『第二十九台湾糖業統計』224ページ）。それを受けたのが，32年関税改
正における3.95円から5.33円への増税であった（同196-197ページ）。砂糖管
理令の実施機関である NIVAS が産糖割当のみならず砂糖の販売と受渡を
行ったため，市場の不振に即応した生産制限は功を奏することになり，市況
の回復と減産効果との相乗効果によってジャワ糖をめぐる環境は好転して
いったが，その回復状況を受けた37年関税改正で22号未満が5.33円から3.95
円へと再び切り下げられるとともに，22号以上が7.15円から5.3円へと切り下
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必要が生じた次第である。
　以上，台湾製糖の創立当初は三井物産の支援的側面が色濃く盛り込まれ
た一手販売契約であったが，台湾製糖の経営が軌道に乗り一番手企業とし
ての安定性が増していくなか，両社ともにメリットの大きい互恵色の強い
契約へと変容していったのである。とはいうものの，増田商店や鈴木商店
の経営危機に対し自社販売網の構築によって緊急対応を余儀なくされた明
治製糖の明治商店，塩水港製糖の塩糖販売の事例と比較するとき，パイオ
ニア企業台湾製糖の優位性の源泉は，原料調達面のみならず販売面の安定
性に見出すことができよう。
Ⅱ　第 １次・第 ２次再編期の優位性
１ 　後発製糖会社の参入とキャッチアップ
　近代製糖業は1900年12月の台湾製糖の創立をもってスタートするが，06
年11月明治製糖，12月大日本製糖，07年 ３ 月塩水港製糖（05年10月創立の旧
塩水港製糖を事業継承）といった後発 ３社のあいつぐ創立によって，後に四
大製糖と称されるメインプレイヤーが出揃うことになる。ここでいま一度
図 ２の分蜜糖生産シェアに目をやると，後発 ３社の参入によって，30％を
超えていた台湾製糖のシェアは，14年以降20年代半ばまで20％台前半を推
移することになる。とはいえ，台湾製糖以外の ３社のシェアが15％に満た
ないことを考えると，同社の競争優位は一貫して維持されていたというこ
とである。
　こうした第 １次再編期を中心とした台湾製糖の優位性は，金融恐慌期の
第 ２次再編にあっても揺らぐことなく，むしろ30％台のシェアを回復する
げられたため（同196-197ページ），36年から39年にかけてジャワの精白糖，
中双の生産高は（単位：千担），213→755→909→1,239と精白糖が増加した
のに対し，中双は348→607→481→311と減少傾向にあった（同224ページ）。
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勢いで上昇していくのである。では，第 １次再編から第 ２次再編にかけて
の台湾製糖の競争優位はどのようにして維持されていったのであろうか。
なかでも注目すべきは，大日本製糖と明治製糖による急激なキャッチアッ
プが見られた第 ２次再編にあっても（図 ２参照），台湾製糖がパイオニア企
業としての優位性を奪われることなくむしろ強めていった点である。
　まずは，台湾製糖の分蜜糖製造能力を確認すべく，いま一度図 １をふり
返ってみよう。すると，1910年から12年にかけて同社の製造能力が大きく
伸びていることが示されており，パイオニア企業の優位性だけをもって図
２における生産シェアの優位性は獲得できたわけではなかったことがわか
る。そこで，台湾製糖による M&A 戦略の軌跡を検討するため，同社所有
の工場がどのような変遷を辿ってきたのかを整理した表 ４を見ていくこと
にしよう。時系列に辿っていくと，阿緱庁進出のため07年大東製糖合併に
より獲得した阿緱27），橋仔頭と原料採取区域が隣接した台南製糖を09年合
併することで獲得した湾裡28），車路墘と湾裡の間に原料採取区域が介在し
た怡記製糖を12年合併することで獲得した三崁店29），11・12年に襲来した
大暴風雨による受難を教訓に優良蔗苗を育成するための高地蔗圃を確保す
べく12年合併した埔里社製糖が所有していた埔里社30），北部進出のため16
年台北製糖合併により獲得した台北31），以上 ５ つの工場を矢継ぎ早の
M&A によって自社傘下に収めたのである。後述する大日本製糖はじめ
M&A 戦略によって生産基盤を拡充していく手法はパイオニア企業台湾製
糖でさえも例外でなく，近代製糖業界全体に共通した傾向であったことに
なる。全島の ３分の ２を山で覆われた台湾，その平地を製糖会社各社の原
27）　伊藤編［1939］156ページ。
28）　伊藤編［1939］160ページ。
29）　伊藤編［1939］166ページ。
30）　伊藤編［1939］178-183ページ。
31）　伊藤編［1939］193ページ。
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の
を
も
と
に
し
つ
つ
，
そ
の
後
の
事
業
継
承
を
勘
案
し
て
い
る
。（
白
）
は
，
41
年
３
月
段
階
で
耕
地
白
糖
設
備
を
有
し
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
製
糖
会
社
（
下
段
）
の
カ
ッ
コ
内
は
，
各
製
糖
工
場
の
最
初
が
作
業
着
手
年
，
そ
の
後
は
名
称
（
工
場
か
ら
製
糖
所
へ
を
含
む
）
の
変
更
年
お
よ
び
事
業
の
継
承
年
を
そ
れ
ぞ
れ
示
し
て
い
る
。
三
崁
店
の
F
SD
は
，
T
he
F
or
m
os
a
Su
ga
r
an
d
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D
ev
el
op
m
en
t
C
om
pa
ny
L
td
．
の
略
記
で
あ
る
。
な
お
，『
台
湾
糖
業
統
計
』
の
版
に
よ
っ
て
異
な
っ
て
い
る
場
合
に
は
，
後
年
に
く
り
返
し
記
載
さ
れ
た
方
を
採
用
し
，
可
能
な
限
り
ほ
か
の
史
料
に
よ
っ
て
確
認
す
る
よ
う
試
み
た
。
（
出
所
）　
台
湾
総
督
府
『
台
湾
糖
業
統
計
　
大
正
三
年
刊
行
』
8-
11
ペ
ー
ジ
，『
台
湾
糖
業
統
計
　
大
正
五
年
刊
行
』
10
-1
1，
32
-4
1ペ
ー
ジ
，『
台
湾
糖
業
統
計
　
大
正
六
年
刊
行
』
18
-1
9，
38
-4
9ペ
ー
ジ
，『
台
湾
糖
業
統
計
　
大
正
七
年
刊
行
』
18
-1
9，
40
-5
1ペ
ー
ジ
，『
台
湾
糖
業
統
計
　
大
正
八
年
刊
行
』
17
-1
9，
60
-7
1ペ
ー
ジ
，『
台
湾
糖
業
統
計
　
大
正
九
年
刊
行
』
17
-4
3，
66
-7
9ペ
ー
ジ
，『
台
湾
糖
業
統
計
　
大
正
十
年
刊
行
』
30
-4
5，
付
録
10
-4
5ペ
ー
ジ
，『
台
湾
糖
業
統
計
　
大
正
十
一
年
刊
行
』
30
-3
3，
10
0-
11
5ペ
ー
ジ
，『
第
十
二
台
湾
糖
業
統
計
』
16
-1
9，
11
6-
11
9ペ
ー
ジ
，『
第
十
三
台
湾
糖
業
統
計
』
８
ペ
ー
ジ
，『
第
十
四
台
湾
糖
業
統
計
』
6-
9，
16
-1
9，
22
-2
5ペ
ー
ジ
，『
第
十
五
台
湾
糖
業
統
計
』
8-
9，
22
-2
3ペ
ー
ジ
，『
第
十
六
台
湾
糖
業
統
計
』
6-
9，
16
-1
9，
22
-2
5ペ
ー
ジ
，『
第
十
七
台
湾
糖
業
統
計
』
6-
9，
16
-1
9，
22
-2
5ペ
ー
ジ
，『
第
十
八
台
湾
糖
業
統
計
』
6-
9，
16
-1
9，
22
-2
5ペ
ー
ジ
，『
第
十
九
台
湾
糖
業
統
計
』
4-
7，
12
-1
5，
18
-2
1ペ
ー
ジ
，『
第
二
十
台
湾
糖
業
統
計
』
4-
7，
12
-1
5，
18
-2
1ペ
ー
ジ
，『
第
二
十
一
台
湾
糖
業
統
計
』
4-
7，
12
-1
5，
18
-2
1ペ
ー
ジ
，『
第
二
十
二
台
湾
糖
業
統
計
』
4-
7，
12
-1
5，
18
-2
1ペ
ー
ジ
，『
第
二
十
三
台
湾
糖
業
統
計
』
6-
9，
14
-1
7，
20
-2
3ペ
ー
ジ
，『
第
二
十
四
台
湾
糖
業
統
計
』
6-
9，
18
-2
1ペ
ー
ジ
，『
第
二
十
五
台
湾
糖
業
統
計
』
6-
9，
18
-2
1ペ
ー
ジ
，『
第
二
十
六
台
湾
糖
業
統
計
』
6-
9，
18
-2
1ペ
ー
ジ
，『
第
二
十
七
台
湾
糖
業
統
計
』
6-
9，
18
-2
1ペ
ー
ジ
，『
第
二
十
八
台
湾
糖
業
統
計
』
6-
9，
18
-2
1ペ
ー
ジ
，『
第
二
十
九
台
湾
糖
業
統
計
』
6-
9，
18
-2
1ペ
ー
ジ
，
台
糖
［
19
90
］
44
ペ
ー
ジ
，
日
本
糖
業
連
合
会
［
19
43
］
よ
り
作
成
。
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料採取区域として確定されていたことを前提として考えるとき，原料甘蔗
を確保するための原料採取区域と製造能力の拡大を可能とする唯一の方法
は，M&A によって生産基盤を拡充していく以外の何ものでもなかったと
いうことである。
　まさにこの M&A によってキャッチアップを図ったのが，第 ２次再編期
を中心とした明治製糖と大日本製糖であった。1927年金融恐慌によって鈴
木商店が倒産したため，同商店が経営する東洋製糖を大日本製糖が基本的
に買収したのであるが，東洋製糖が保有する鈴木商店の負債を少しでも減
らすことで，健全な経営基盤を重視するとのかつての失敗から学んだ教訓
を生かすべく，大日本製糖の藤山雷太社長が下した冷静かつ現実的な意思
決定こそが，広大な原料採取区域と当時としては貴重だった耕地白糖設備
を有する南靖・烏樹林の ２工場を明治製糖に売却し，その資金をもって負
債を相殺するというものに他ならなかった32）。その結果，斗六・北港の ２
工場を傘下に収めた大日本製糖は，台湾分蜜業への後発参入のデメリット
を克服すべく一気に製造能力を伸ばすことに成功するわけだが，あわせて
確認しておきたいのは，南靖・烏樹林の ２工場33）を獲得できた明治製糖
もまたその製造能力を大きく伸ばすことに成功した点である（図 １参照）。
その結果が，図 ２ の生産シェアにおける27年から28年にかけての急激な
キャッチアップであった。
32）　詳しくは，久保［2007a］を参照されたい。
33）　南靖・鳥樹林両工場をあわせた所有地は4,000甲にのぼり，明治製糖所有
の ５工場の所有地全体よりも1,400甲も多く（「台湾糖各社（八）」『国民新聞』
昭和 ２年 ７ 月22日付），耕地白糖設備とともに明治製糖にとって魅力的な買
収となった。逆の見方をすれば，それだけ大日本製糖にとっては惜しい ２工
場の売却であったことになる。
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２ 　質的増産の推進と優位性の維持
　後発 ２社によるキャッチアップがあったにもかかわらず，一貫して台湾
製糖が一番手企業の座を保持することができた背景には，競争優位の源泉
として前述したパイオニア企業としての原料調達面と販売面の優位性が
あったことは言うまでもないが，それに加えて以下の ２つの要因があった
ことをここでは指摘しておこう。　
　①　台湾製糖が1915年以降も着実に生産基盤を拡充していったことであ
り，その主たる方法はやはり M&A であった。そして，30年代に当該
業界を左右することになる耕地白糖生産についても，パイオニア塩水
港製糖を真っ先にキャッチアップしていったこと（後出図 ９参照）。
　②　台湾製糖が得意とする農事方面の研究開発をリードし続け，近代製
糖業の心臓部とも言える原料調達面の優位性をより強固なものとした
こと。
　①については，第 ２次再編期に大型合併案が裏目に出て深刻な失敗局面
を迎えるに至った塩水港製糖が（後出図 ７参照），負債整理の １つとして売
却した旗尾・恒春の ２工場を1927年に傘下に収めた結果（表 ４参照），大日
本製糖と明治製糖に次ぐ分蜜糖製造能力の増強に成功を収めたのであった
（図 １ 参照）。なかでも旗尾は，耕地白糖設備を有する1,200噸の製造能力
を有する工場であるとともに，阿緱に隣接する原料採取区域は3,460甲に
及ぶ広大なもので，集団農場を可能とする点でも意義深い買収となっ
た34）。この旗尾工場買収について，武智直道社長は第38回定時株主総会の
席上次のように述べている。
　「特ニ纏ツタ農場ヲ持ツテ居ル点ニ，大イニ今日ノ我社ニ楽ミガアル訳
ナノデゴザイマス，元来台湾デハ纏ツタ大キイ面積ノ農場ヲ持ツコトハ，
34）　伊藤編［1939］237ページ。
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過去ニ於テモ困難デアツテ，将来ニ於テモ甚ダ困難デゴザイマス」35）と。
　ここで，図 １の製造能力と図 ２の生産シェアを見比べるとき，台湾製糖
の製造能力が1927年以降しばらくの間増加していないにもかかわらず，生
産シェアは増加傾向にある。この点をより詳細に確認すべく，四大製糖の
分蜜糖生産高の推移を示した図 ４を見ていくと，29年にかけて急激に増加
していることがわかる。では，こうした生産実績を可能としたものとはいっ
たい何であったのであろうか。 １つは，先述した ２工場の買収，とりわけ
旗尾を傘下に収めることによる増産効果であり，買収から実際の生産実績
に至るまでのタイムラグがあったわけだが，それだけでは27年から29年に
かけての台湾製糖の生産高の伸びが明治製糖や大日本製糖の伸びを上回っ
図 ４　四大製糖の分蜜糖生産高の推移
（出所）　図 ２に同じ。
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35）　台湾製糖［1927b］ ９ページ。
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ていることを説明できない。そこで，いま １つの要因を指摘する必要であ
り，実は，①の M&A 効果と②の研究開発とは密接に結びついていたので
ある。
　パイオニア企業としてスタートした台湾製糖にとって，近代製糖業の心
臓部ともいうべき原料甘蔗を増収させるべく農事方面で業界をリードし続
けることは，至上命題に近いミッションに他ならなかった。その台湾製糖
が最も重視した農事研究とは，限られた原料採取区域における増収を可能
とする質的増産をいかに実現するかというものであった。具体的には，ジャ
ワ大茎種の導入による甲当たり甘蔗収穫量の増加と携帯屈折計（ハンドレ
フラクトメーター）の導入による歩留りの上昇であった。なかでも甲当たり
増収が重要であったことは，甘蔗作農民・会社双方の利害を満たす策は突
き詰めるところ甲当たり甘蔗収穫量の増大しかない，と述べた益田太郎専
務取締役の第40回定時株主総会における以下の発言からも明らかであろう。
　「農民モ迷惑セズ，会社モ仕合セシヨウト致スニハ他ニ何等策ハゴザイ
マセヌ，唯同ジ一甲歩カラ多量ノ甘蔗ヲ収穫シ得レバ問題ハ解決スル」36）
と。
　そこで，台湾製糖の質的増産の推移をまとめた図 ５に検討を加えていく
と，台湾製糖がジャワ大茎種を導入した1926年から甲当たり甘蔗収穫量の
増加が顕著となり，29年の伸びがなかでも著しいことを示している。益田
専務取締役は，ジャワ大茎種の植付割合が26年 ８ ％，27年20％，28年
49％，29年90％程度と増加傾向を示していることを表明しつつ，第38回定
時株主総会において次のように述べている37）。
36）　台湾製糖［1929a］13ページ。
37）　台湾製糖［1928］ ９ ページ。1941年段階における全製糖会社の甘蔗品種別
の植付面積割合は，2725POJ 21.7％，2878POJ 7.2％，2883POJ 33.6％で合
計62.5％とジャワ大茎種が優勢であったとはいえ，台湾実生種である F108も
36.1％を占めており（台湾総督府『第二十九台湾糖業統計』48-49ページ），
128
　「近年ニ至リマシテ大茎種ト称ヘル，御覧ノ如キ其形ニ於テモ太ク，糖
分ニ於テモ勿論多イ立派ナ甘蔗ヲ植付ケマスル結果，非常ナル相違ヲ来シ
テ参ル訳デ」38）と。
　原料甘蔗の収穫量に大きく規定される分蜜糖生産高にあって，同じ収穫
量でも生産高を増加させる方法として，甘蔗からより多くの糖汁を得るこ
とを意味する歩留り上昇の貢献は大きかった。台湾製糖の歩留りの推移を
確認すべく再び図 ５に目をやると，1928年に初めて歩留りが12％台に突入
29年段階で ９割をジャワ大茎種が占めていた台湾製糖の割合外貨に大きかっ
たことがわかり，ジャワ大茎種の普及に同社がいかに貢献していたかを確認
することができる。
38）　台湾製糖［1928］ ８ - ９ ページ。
図 ５　台湾製糖の質的増産の推移
　（出所）　伊藤編［1939］240-242ページより作成。
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し，糖業連合会による生産調節期まで上昇し続けたことがわかる。こうし
た歩留り上昇の背景には，成熟度を測定する屈折計の研究開発を台湾製糖
農事部が23年以来行うなか，ハンドレフラクトメーターの試作をツァイス
社に依頼し27年末完成したことが，甘蔗のベストな成熟状況を手軽に把握
することを可能とした点で歩留り上昇に大きく寄与した39）。
　なお，台湾製糖が嚆矢となったハンドレフラクトメーターについては，
それ以降製糖会社各社が相次ぎ導入したことにより同様に歩留りを上昇さ
せていったことは，四大製糖の歩留りの推移を示した表 ５からも明らかで
ある。台湾製糖の歩留りの推移を表 ５ によって他社と比較していくと，
1920年代前半まで台湾製糖の優位性はさほど確認できないものの，20年代
後半の歩留りにおいて台湾製糖の高さが際立つに至る。21－25年平均では
明治製糖との間に0.2％の差しか存在していなかったにもかかわらず，26
－30年平均では明治製糖との間で1.1％もの差をつけているのである。30
年代に入り四大製糖各社の歩留りが著しく伸びたため，台湾製糖の際立っ
た優位性は確認できないものの，唯一14％台の歩留りを実現するに至って
いる。
　以上，甲当たり甘蔗収穫量の増収と歩留りの上昇という ２つの質的増産
の推進結果を端的に示したのが，図 ６に示された台湾製糖における甲当た
り産糖高の推移である。同図を見て明らかなように，1922年から上昇し始
39）　伊藤編［1939］246-248ページ。
　　　　　　　　　　　　表 ５　四大製糖の歩留りの推移 （％）
製糖会社 1911-15年平均 1916-20年平均 1921-25年平均 1926-30年平均 1931-35年平均 1936-40年平均
台湾製糖 10.2 9.8 10.2 12.3 14.3 12.9
大日本製糖 9.8 9.5 9.6 10.9 13.3 12.4
明治製糖 10.3 10.0 10.0 11.2 13.6 13.0
塩水港製糖 9.9 9.3 9.0 10.9 13.2 12.1
（出所）　台湾総督府『第二十二台湾糖業統計』90-91ぺージ，『第二十九台湾糖業統計』94-95
ぺージより作成。
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めた甲当たり産糖高は，ジャワ大茎種とハンドレフラクトメーターのあい
つぐ普及によって28年から29年にかけて著しく増加し，一時鈍化するもの
の再び生産調節期前夜まで増加していることがわかる。図 ６には，甲当た
り産糖高とともに台湾製糖の「損益計算書」に記載されている原料及農事
勘定の推移を示してある40）。同勘定を見る限り，甲当たり産糖高に先行す
る形で25年に原料及農事勘定は増加し，29年から30年にかけて甲当たり産
40）　台湾製糖の農事方面の研究開発費の推移をもって，甲当たり産糖高の推移
と見比べたいところであるが，製糖会社ごとの研究開発費は現段階で入手で
きないため，原料及「農事」勘定という費目となっている台湾製糖に限って，
そのなかに研究開発費も含まれていると考えた次第である。したがって，同
勘定の増減がそのまま研究開発費の増減を意味するわけではないことを前提
に，以下検討を加えていかなければならない。
図 ６　台湾製糖の原料及農事勘定と甲当たり産糖高の推移
（出所）　伊藤編［1939］240-242ページ，台湾製糖『営業報告書』所収の「損益計算書」
各期版より作成。
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糖高と軌を一にして大きな伸びを示しているが，生産調節に先立つ31年か
ら大きく落ち込み，回復し出すのは35年以降のこととなる。資料的な限界
から，同図をもって台湾製糖の農事方面の研究開発費の大きさを確認し，
そのことが同社の甲当たり産糖高の著しい増加へと貢献したと実証するに
は少々無理があるが，原料甘蔗の買収も含めた農事関係費と質的増産傾向
が同じような増加傾向を20年後半中心に示していたことだけは事実であ
り，台湾製糖の農事方面での積極性ゆえに質的増産も早くから可能となっ
た次第である。
３ 　糖業連合会におけるコーディネーター機能
　1930年代半ばまでの台湾製糖の持続的競争優位をふり返るとき，その優
位性の源泉の多くは，近代製糖業界のパイオニア企業として誕生したゆえ
の初期制約条件の裏返しとしての特権，なかでも原料調達面と販売面での
優位性に見出すことができたわけだが，そのパイオニア企業ゆえの特徴を
もってしても説明できない行動が糖業連合会におけるコーディネーター機
能である。言い換えるならば，久保［1997］において論じた台湾製糖の「準
国策会社」的性格が最も色濃くあらわれたのが同機能であったとの仮説を
検証すべく，以下糖業連合会における台湾製糖の行動に検討を加えていき
たい。
　生産体制の違いに起因する重層的な利害対立を内包した近代製糖業界に
あって，当該業界のカルテル組織であった糖業連合会もまた，「競争を基
調とした協調の模索」を特徴としつつもたびたび解散の危機に直面し
た41）。その象徴的な局面が，1927年の産糖処分協定成立後の大日本製糖と
41）　利害調整機能や経営資源補完機能を中心とした糖業連合会のカルテル機能
と産糖処分協定をめぐるメンバー各社の利害対立状況については，久保編
［2009］に詳しいので参照されたい。
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明治製糖との抜き差しならない対立状況である。簡単に当時の状況をふり
返っておくと，鈴木商店倒産後，大日本製糖は鈴木商店系の糖商を組織し，
糖価をつり上げるべく砂糖を大量に買い占め市場介入を行う。思い通りに
上昇し始めた糖価を受け，大日本製糖は朝鮮で製造した精製糖を日本へ逆
移入し売り裁こうとする。朝鮮糖は産糖処分協定の対象外ではあったが市
場は敏感に反応し混乱した。こうした大日本製糖の動きを受け，手持ち糖
を高値で処分したい明治製糖は，違約金覚悟で産糖処分協定の対象である
新糖を放出するに至り，両社が双方の行動への批判を糖業連合会内で強め
ていく。明治製糖が大日本製糖の逆移入問題への罰則を加えない限り違約
金は支払わないと主張したのに対し，大日本製糖は糖業連合会が逆移入に
罰則を加えるならば協定を離脱すると事実上の脱会宣言をしたのであ
る42）。まさに糖業連合会は分裂・解散の危機に直面したわけだが，その背
景には二次問屋まで巻き込んだ両社の熾烈な販売競争が横たわっており，
そもそもの原因は両社ともに実施していた思惑買い目的のジャワ糖がだぶ
ついていたことにあった。
　こうした糖業連合会の危機的状況にあって，その紛糾を調停し利害調整
のイニシアティブをとった人物とは，糖業連合会会長の武智直道台湾製糖
社長に他ならなかった43）。しかし，当初は収拾のめどがまったく立たず，
武智会長が辞意を表明するほどであった。一連の産糖処分協定をめぐる交
42）　詳細については，久保編［2009］所収の第 ４章を参照されたい。
43）　台湾糖業連合会の初代会長は山本悌二郎であり，山本から第 ２代武智直道
へと糖業連合会会長がバトンタッチされたのは，山本の農相就任にともなう
台湾製糖社長の交代（1927年）を受けてのことであり（久保［1997］64ペー
ジ），第405回協議会の「一，会長ニ関スル件」には，「山本会長辞任ニ付キ
台湾製糖株式会社々長武智直道氏就任ノ事　右可決」（糖業連合会［1927］）
とある。本章でも検討を加えた27年協定後の大日本製糖と明治製糖の対立は，
武智が台湾製糖社長と糖業連合会会長に就任した年に起きたのであり，武智
にとっては会長就任早々の波乱の幕開けとなったことになる。
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渉プロセスを紐解く限り，台湾製糖が自社に特化した個別利害に固執する
局面は見当たらず，糖業連合会における最大議決権を有しつつも，その権
限を盾に自社の利害を主張することはなかった。近代製糖業界のパイオニ
ア企業にふさわしく業界全体の利益を優先する姿勢を示していた武智会長
であっただけに，その糖業連合会会長の辞意表明は伝家の宝刀を抜いたの
と同じだけの重みを持っていたことは想像に難くない。事実，この辞意表
明が功を奏し，事態は収拾されることになる。
　一方，産糖処分協定成立のための不安定要因であった精白糖を一括管理
した砂糖供給組合，その解散を受けた1934年産糖処分協定成立に向けた紛
糾は，台湾製糖，明治製糖，大日本製糖の代表者に，台東製糖の石川昌次
を加えた会合により歩み寄りを見せたものの，南洋庁の増産奨励のもと増
産を続ける南洋興発が割当削減に反対したため再度紛糾する。その際にも，
武智会長の斡旋により事態は収拾され，産糖調節協定は年度末ぎりぎりの
ところで成立する。これら ２つの年度をめぐる紛糾処理に共通しているの
は，糖業連合会の産糖処分協定を成立させるのみならず実行させるために
も，糖業連合会の利害調整機能は不可欠であり，その利害調整機能の鍵を
握ったのが調停役武智会長の存在に象徴される台湾製糖のコーディネー
ター機能に他ならなかった点である。
　では，台湾製糖の社長でもあった武智会長が，自社の利害に固執するこ
となく業界全体の利益を重視した調停行動を糖業連合会内でとった理由は
何に見出すことができるのであろうか。その可能性として， ３つの仮説が
成り立つ。まずは，パイオニア企業として近代製糖業を引っ張ってきたリー
ディングカンパニーとしての責任感。次に，近代製糖業界のカルテル組織
である糖業連合会の最大議決権を有し44），そのとりまとめ役である会長を
44）　糖業連合会の規約改正を紐解くとき（台湾糖業連合会［1910］，同［1917］，
日本糖業連合会［1935］，同［1943］，同［1944］），1910年規約第12条の新式
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輩出するトップ企業としてのこれまた責任感。そして，久保［1997］で指
摘した台湾製糖の「準国策会社」的性格である。結論を先取って指摘して
おくならば，これら ３つの仮説のいずれかが正しいというよりは， ３つす
製糖場製造能力1,000英噸をもって １ 個の議決権となす（1,000英噸未満も １
議決権）という方針は基本的に変わっていない。35年規約で準会員が加わっ
たことを受け，第13条において新式製糖場製造能力1,000英噸のみならず精
製糖製造場製造能力200英噸（未満）も議決権 １個と認めるという準会員用
の議決権規約を定めているが，43年規約において準会員との区別はなくなっ
たため，第23条において「会員総会及協議会ニ於ケル議決権ハ新式製糖場製
造能力一千瓲ニ付一個トス　但シ一千瓲未満ハ一個トシテ計算ス」と一本化
される。以上からわかるように，糖業連合会における議決権，すなわち発言
権の大きさは新式製糖場の製造能力の大きさに比例したものとなっており，
台湾・明治・大日本・塩水港の四大製糖を中心として，新式製糖工場を数多
く有する製糖会社が糖業連合会の中心的存在となる基盤はここにあった。ま
た，台湾糖業連合会第 １回協議会（1910年10月 ６ 日）において選挙を行うこ
となく台湾製糖社長の山本悌二郎が初代会長となったことや，第 ２代の武智
直道も含め長期にわたって同社代表協議員が糖業連合会会長を歴任したこと
の基礎も台湾製糖が最大の製造能力を有し続けたことにあったのである。
　　　こうした議決権をめぐる規約に則り糖業連合会会長が選出されていったの
は，台湾製糖に限った話ではなかった。大日本製糖があいつぐ M&A 戦略に
よって業界最大の生産体制を整えていく1930年代後半，台湾製糖の糖業連合
会内における影響力は大日本製糖にとって代わられ，36年には同社の藤山愛
一郎社長が第 ３代の糖業連合会会長に就任する。36年 ３ 月段階の各製糖会社
の製造能力を比較すると（英・米噸合計），台湾製糖11,330噸，大日本製糖9,950
噸，明治製糖7,950噸，塩水港製糖6,450噸，帝国製糖3,000噸，昭和製糖2,370噸，
新興製糖850噸，台東製糖350噸となっており，それを踏まえた議決権は台湾
製糖12，大日本製糖10，明治製糖 ８，塩水港製糖 ７，昭和製糖 ３，帝国製糖
３，新興製糖と台東製糖各 １といった勢力構図となっていた（台湾総督府『第
二十四台湾糖業統計』 ６ - ９ ページ）。この段階では大日本製糖の議決権は台
湾製糖を上回っていないが，議決権には反映しない精製糖業界首位の同社の
地位を考えあわせると，日本の製糖業界全体の生産規模では大日本製糖が最
大の規模を誇っていたことになり，大日本製糖の藤山愛一郎社長が日本糖業
連合会理事長に就任する基盤は確立されていたわけである。ただし，大日本
製糖の製造能力が台湾製糖を上回るのは ２ 年後の38年であり，大日本製糖
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べてが台湾製糖にコーディネーター機能を発揮させた理由となる。すなわ
ち，パイオニア企業として誕生した台湾製糖が，その先発の優位性を生か
しつつ，1930年代半ばまで業界を牽引するリーディングカンパニーとして
最大の製造能力を有していたことが，同社にコーディネーター機能を発揮
させた前提条件としてあったことはたしかである。
　しかし，それだけをもって極大利潤の追求をモットーとするはずの民間
企業の合理的行動をもってしては理解しがたく，近代製糖業界全体の調和
と発展を重視する企業行動を説明することはおよそできまい。自社利害を
ときに犠牲にしてまでも糖業連合会内の内紛を調停しようとした姿勢，農
事方面の研究開発の成果をいち早く業界全体の共有財産とするかのように
オープンにしていった経営方針，いずれをとっても純粋民間会社の経営行
動をもってしては説明できまい。やはり，その説明には「準国策会社」的
性格といういま １つの要素を加えて考えざるを得ないのである45）。以上整
理するならば，パイオニア企業としての責任感と一番手企業・糖業連合会
会長としての責任感，これら ２つの責任感が表裏一体の関係をなしてコー
ディネーター機能を発揮させるべく台湾製糖を向かわせたのであり， ２つ
の責任感を強力に結びつけたのが，皇室のバックアップをもって誕生した
同社の「準国策会社」的性格に他ならなかったということである。少々時
18,300噸，台湾製糖16,650噸で（『第二十七台湾糖業統計』 ６ ページ），議決
権も19と17という具合に逆転するわけで，厳密には36年段階での議決権は台
湾製糖が大日本製糖をいまだ上回っていた。
45）　とはいえ，台湾製糖側の検討だけをもって ３つの仮説を検証したことには
ならず，同じく糖業連合会会長に就任した大日本製糖側からの反証を行う必
要がある。すなわち，パイオニア企業でもなければ「準国策会社」でもない
純粋民間会社の大日本製糖の社長が，糖業連合会会長としてコーディネー
ター機能を発揮したかどうかである。残念ながら，武智会長時代のような糖
業連合会内の激しい利害対立状況と糖業連合会解散の危機は，藤山会長時代
の糖業連合会には確認することができない以上，大日本製糖側からの反証は
今後の課題とせざるを得ない。
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期は第 ３次再編期に近づくが，第54回定時株主総会において益田専務取締
役は，台湾製糖の創立時をふり返りつつ，純粋に利潤追求を追求するのが
目的ではないと明言している点は注目に値する。
　「台湾製糖会社は其創立の主旨より申しても，只単に営利のみを目的と
せず，一面には国家社会の為めに其存在を有意義たらしめねばならぬ」46）と。
Ⅲ　第 ３次再編期の首位逆転
１ 　耕地白糖の台頭と三つ巴競争
　コーディネーター機能との関連で際立った台湾製糖の「準国策会社」的
性格，その端的な特徴は民間企業では当たり前の極大利潤の追求だけを
もってしてはその企業目的を理解できない点に見出すことができた。そこ
で，生産シェアでは競争優位を維持し続けた同社の利益状況を確認すべく，
図 ７の四大製糖の当期純利益の推移に検討を加えていきたい。同図による
と，1926年までの時期で台湾製糖が他 ３社を引き離すのは17，20，24年を
前後する時期に限定され，生産シェアでの持続的競争優位を確認できない。
換言すれば，生産面での優位性が必ずしも利益に反映されていない時期が
目立っており，利益面では台湾製糖を含め四大製糖，なかでも失敗局面を
迎える塩水港製糖を除くトップ ３社は熾烈に競い合っていたということで
ある。
　では，なぜ台湾製糖は生産面の優位性を利潤へと結びつけることができ
なかったのであろうか。その要因として， ３つの点を指摘しておきたい。
第 １に，民間企業でありながら皇室関係の資金的バックアップを受けて誕
生した「準国策会社」ゆえに，利益のみを重視することなく堅実主義経営
を貫いた点である。益田専務取締役は第41回定時株主総会において次のよ
うに述べている。
46）　台湾製糖［1935］11ページ。
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　「利益ヲ度外視シテ……居ル訳デハアリマセヌガ，同時ニ又目前ノ利益
ニノミ走ラズ，会社将来ノ繁栄ニ重キヲ置キマシタ」47）と。
　第 ２に，前述した質的増産が現実のものとなる1930年代に入るまでは，シェ
ア面で圧倒的な優位性を占めていた台湾製糖といえども，台湾分蜜糖の構
造的なコスト高問題を克服することはできず，利益面の差が生まれにくかっ
た点を指摘しておきたい。ここで言う「構造的」問題としては，前述した米
糖相剋状況ゆえに生産コストの ６割を占める原料甘蔗の収穫コストが高く，
結果として，分蜜糖の生産コスト全体が高くならざるを得なかったこと，原
料採取区域を拡大することのできない台湾の地理的限界性から，質的増産
なくして原料甘蔗の増収を望めないこと，以上 ２点を指摘しておきたい。
47）　台湾製糖［1929b］13ページ。
図 ７　四大製糖の当期純利益の推移
　（注）　『営業報告書』が上期，下期に分けて発表されるようになった1910年代中期以降に
ついては，上期・下期の合計額をもって掲示している。
（出所）　台湾製糖・大日本製糖・明治製糖・塩水港製糖『営業報告書』各期版より作成。
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　そして第 ３に，国際的価格の影響を色濃く受ける砂価の特殊性から，単
純に生産量の増減だけをもってしては製糖会社各社の利益は確定すること
ができず，むしろ各社の利益は砂糖市場の影響を受けていたという点であ
る。この点を確認すべく，図 ８の東京分蜜糖価格の推移と見比べる形で図
７の純利益の推移をふり返ってみると，図 ７における1920年の純利益の突
出した伸びが図 ８の分蜜糖価格の異常な上昇によってもたらされていたこ
とがわかり，この糖業黄金期に糖価の影響力の大きさを象徴的に確認する
ことができよう。
　また，先述した利益面での台湾製糖の優位性が確認できた数少ない局面
である17，20，24年を前後する時期とは，分蜜糖価格が上昇局面にある時
期であり，逆に下落ないし低迷する局面にあっては，同社の利益面での優
位性は見られず各社の利益に大差はないということである。すなわち， ６
図 ８　東京分蜜糖価格の推移
　（出所）　台湾総督府『台湾糖業統計』各年版より作成。
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（円：百斤当たり）
台湾製糖株式会社の長期競争優位と首位逆転（久保）　139
割を占める原料甘蔗の調達費はじめ相当の割合を必要経費に計上される近
代製糖業の特性を前提とするとき，価格上昇局面では，＋αの利益が上乗
せされていくという点で生産面での優位性が反映されやすいものの，価格
下落・低迷局面では，その＋α分が圧縮され生産コストの占める割合がいっ
そう際立つ点で，生産面の優位性は利益には反映できなかったのである。
その一例として，砂糖市場が暴落した21年，第26回定時株主総会において
山本専務取締役は大損失の原因について次のように述べている。
　「砂糖市場ノ相場ト云フモノハ非常ナル暴落ヲ来シテ，非常ニ高イ生産
費ヲ以テ製造シタ製品ヲ殆ンド近年未曾有ノ安直ナル値段ヲ以テ販売致サ
ナケレバナラナイ，茲ニ於テ損失ハ当然起ラザルヲ得ナカツタノデアリマ
ス」48）と。
生産コストが大きな割合を占めている近代製糖業にあって，市場価格が下
落することで利益をいかに減少させるかを如実に物語る一例である。
　その一方で，台湾製糖はじめ四大製糖各社の純利益が1930年代に入り大
きく伸び始めていることを図 ７は示しているが，こうした変化を可能とし
た １つの要因が図 ８における分蜜糖価格の上昇傾向にあることはたしかで
あるが，これだけをもって著しい利益の増加は説明できまい。価格の上昇
を文字通り生かすことのできる生産面の大きな伸びが実現されなくては
（図 ４参照），利益面での伸びも可能とはならなかったのである。では，こ
うした分蜜糖生産の著増を台湾製糖にもたらしたポイントは何であったの
かと言えば，それは30年代に需要を大きく伸ばしていった耕地白糖の存在
に他ならなかった。そこで，台湾製糖の持続的競争優位に陰りが見え始め，
ついには後発企業である大日本製糖に首位の座を逆転されるに至る第 ３次
再編期に検討を加えていくことにしよう。
48）　台湾製糖［1921］ ２ ページ。
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　図 ９は四大製糖各社の耕地白糖生産の推移を示したものであるが，1909
年12月に技師長岡田祐二の尽力により岸内工場において初めて耕地白糖の
製造に成功した塩水港製糖が49），20年代後半まで20年近く優位性を保って
いたものの，台湾製糖の急速なキャッチアップを受けたこともあわせて示
している。そのキャッチアップが本格化した27年，第37回定時株主総会に
おいて益田専務取締役は次のように述べ，精白糖のなかの力関係が精製糖
図 ９　四大製糖の耕地白糖生産の推移
　（注）　出所の1927年までは耕地白糖の記載はなされていないため，25-26年は第 ５種直消
糖，27-31年は和蘭標本色相22号以上の直消糖，32-34年は和蘭標本色相22号以上の双
目糖，車糖，35-37年は第 ３種白双，白車をそれぞれ耕地白糖の製造高とした。
（出所）　台湾総督府『第十四台湾統計統計』78-79ページ，『第十五台湾統計統計』80-81ペー
ジ，『第十六台湾統計統計』82-85ページ，『第二十台湾統計統計』84-86ページ，『第
二十三台湾統計統計』86-91ページ，『第二十六台湾統計統計』84-89ページ，『第二十
九台湾統計統計』84-89ページより作成。
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49）　翌1911年には，岸内第 ２工場に大規模な耕地白糖設備（亜硫酸法から炭酸
法に変更）を設置し増産体制へと入っていくが（久保［2012］所収の表 １），
詳しくは久保［2012，2013］を参照されたい。
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から耕地白糖へと移行しつつあるとの認識を示している。
　「近来台湾ニ於ケル耕地白糖事業ガ非常ニ発達シテ参リマシタ結果，上
物（精製糖＝引用者）ハ耕地白糖ニ依ツテ押サレル傾キガ有ルノデゴザイマ
ス」50）と。
　そこで，台湾製糖における耕地白糖の製造をめぐる沿革を確認しておく
ことにしよう。実は，台湾製糖が耕地白糖製造に着手したのは意外に早く，
塩水港製糖と「殆んど時を同じうして」51）製造を開始したのであった。塩
水港製糖が初めて成功する1909年夏，02年にすでに耕地白糖製造に成功し
ていたジャワに技師 ４名を派遣し，耕地白糖研究のための視察をスタート
していたのである。帰国後，後壁林工場において亜硫酸法の研究に着手し，
ほぼ成功を見たので耕地白糖の生産を実施した。翌10年に建設された車路
墘工場では，当初から耕地白糖設備を備え11年，12年と生産するものの，
大暴風の影響による原料甘蔗の減産（図 ３参照）という「当時の糖界事情
に鑑みて一時中止」されるに至ったのである52）。
　その後，1920年に台北工場に炭酸法の耕地白糖設備が併設されるまでタ
イムラグがあるのは，低廉・良質である耕地白糖への消費者の認知度がアッ
プし消費が増加し出すまでいましばらくの時間を要したからである。ここ
で，内地における砂糖消費と精白糖消費の推移を示した図10に需要面の変
化を確認していくと，消費面での大きな変化が見られた ２つの局面を指摘
できよう。 １つが，大戦景気によって内地の消費水準が伸びた20年から22
年にかけての局面であり，いま １つが，32年 １ 月の消費税減税を受けた33
年以降の持続的な伸びである。同図の精白糖には耕地白糖のみならず精製
糖も含まれていることから，前者の局面では精製糖の伸びも含まれていた
50）　台湾製糖［1927a］ ６ - ７ ページ。
51）　伊藤編［1939］205ページ。
52）　伊藤編［1939］206ページ。
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が，後者の局面での伸びは文字通り耕地白糖によって牽引されたもので
あった。砂糖消費量全体と精白糖の推移が20年代以降ほぼ同じようなトレ
ンドを辿っていることからも，内地砂糖消費量の増加が割安な耕地白糖の
登場と品質向上によってもたらされたことを同図は示しており，そこに消
費税改正が起爆剤として機能したというわけである53）。
図10　内地における砂糖消費量の推移
　（注）　1937年については，精白糖と分蜜糖を合計した消費量しか出所には掲載されていな
かったため，精白糖だけの消費量は不明である。
（出所）　台湾総督府『第二十九台湾糖業統計』161ページより作成。
19
10
19
11
19
12
19
13
19
14
19
15
19
16
19
17
19
18
19
19
19
20
19
21
19
22
19
23
19
24
19
25
19
26
19
27
19
28
19
29
19
30
19
31
19
32
19
34
19
36
19
33
19
35
19
37
19
38
19
39
0
100,000
200,000
300,000
400,000
500,000
600,000
700,000
800,000
900,000
0
200,000
400,000
600,000
800,000
1,000,000
1,200,000
1,400,000
1,600,000
1,800,000
2,000,000
（千斤） （千斤）
砂糖消費（左軸） 精白糖消費（右軸）
53）　耕地白糖が内地消費者に受け入れられていった要因として，1932年の消費
税減税や質的増産によるコスト削減による価格低下により，精白糖として
いっそうの割安感が増していったこともさることながら，精製糖へと一段と
近づいていった品質面での向上も忘れてはならない。それを裏づけるものと
して，分蜜糖生産に占める和蘭標本色相22号以上の割合が1932年の12.7％か
ら39年には23.1％へと大きく増大している（『第二十九台湾糖業統計』78-79
ページ）。
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　こうした需要面での変化を受け，耕地白糖を中心とした台湾分蜜糖の供
給面の変化も連動していった。その生産面の推移を確認すべく，いま一度
図 ４ の分蜜糖生産と図 ９ の耕地白糖生産を見比べてみると，1930年代に
入ってからのトレンドはほぼ同じ軌跡を辿っており，耕地白糖に牽引され
る形で台湾分蜜糖の生産が増大していったことがわかる。かたや図10の砂
糖消費との比較では，33年以降一貫して増加していった消費動向とは異な
り54），32年の過剰生産を受け33・34年に糖業連合会の生産調節が実施され
たことが如実に反映されていることがわかる。そして，一番手企業台湾製
糖への後発明治製糖と大日本製糖による猛追と上位 ３社による激烈な企業
間競争はすでに図 ２の生産シェアにおいて確認したところであるが，加え
て各社の増産傾向をもってその競争が激化していったわけである。
　質的増産によるコスト削減を受けた消費者ニーズの変化に対応すべ
く55），台湾製糖は1926年から車路墘工場において本格的に生産を開始する
に至ったこと，前述した耕地白糖設備を有する有望な旗尾工場を塩水港製
54）　図 ４と図 ９の生産量では生産調節協定によって減少していたにもかかわら
ず，図10の消費量では減少せず増加し続けていたことは一見して矛盾してい
るように見えるが，1932年までの供給過剰分が棚上げという形で貯蔵されて
いたため，その棚上げ分を市場に放出することで消費は減少することなく増
加し続けたのである。言い換えれば，こうした消費動向を上回る砂糖供給が
なされることによる値崩れを懸念して実施されたのが，33・34年の生産調節
協定であったということになる。
55）　図 ５や表 ６においてすでに検討を加えた質的増産の結果，生産コストも大
幅に削減されたことで，スケールメリットを生かした利益追求をめぐる企業
間競争がようやく開始されたことである（図 ２ 参照）。前述したように，
1920年代までは生産面での優位性がそのまま収益面での優位性につながるこ
とはなかった背景として，質的増産が実現する30年代に入るまで，シェア首
位の台湾製糖といえども台湾分蜜糖のコスト高構造を克服することはでき
ず，利益面の差が生まれにくかった点を指摘したが，まさにこの課題が克服
されたのが30年後半以降の時期に他ならなかった。
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糖から買収したこと56），以上 ２ 点の結果が図 ９ における塩水港製糖への
キャッチアップへと結果したのであった。ここで強調しておきたいのは，
耕地白糖のパイオニア塩水港製糖との間に研究開発面での差はほとんどな
かったこと，それは先発であるジャワ耕地白糖への模倣・改善が可能とし
たこと，そして，近代製糖業界にとって近い将来重要となるであろうとの
認識のもと，いち早く研究に着手したリーディング企業としての農事面重
視の結果に他ならなかったこと，以上 ３点である。
２ 　パイオニア企業の首位逆転
　第 ３次業界再編期の1939年 ９ 月，大日本製糖は昭和製糖を合併し分蜜糖
製造能力トップの座に躍り出ることで（図 １参照），翌40年には生産シェア
と生産実績でパイオニア台湾製糖をついに逆転する（図 ２・図 ４参照）。台
湾分蜜糖へと後れて参入した大日本製糖が一番手企業へと上り詰めた最大
のポイントは，その後発性を逆手にとり，M&A によって原料採取区域と
工場を拡充させていく戦略が奏功した点に見出すことができるが，そうし
た意味では，実質経営権を握っていた新高製糖を35年 １ 月に合併した段階
で，首位の座は一気に近づいたことを図 １と図 ２は示している。
　大日本製糖の首位逆転を考えるとき， ２つの意思決定上のポイントがあ
る。 １つが，負債に依存しない健全な経営基盤の確立という失敗から学ん
だ教訓を実践すべく，東洋製糖合併時に南靖・烏樹林の ２製糖所を明治製
糖に売却した現実的意思決定であり57），いま １つが，祖業である精製糖と
一見矛盾しかねない同じ精白糖に分類される耕地白糖生産を本格化させる
56）　伊藤編［1939］206ページ。
57）　第64回定時株主総会において藤山雷太社長は次のように述べていた。すな
わち，「工場ノ固定資本ハ自分ノ資本ニ仰ガナケレバナラヌト云フコトヲ平
生考ヘテ居ル，又サウデナケレバ安全デナイ」（大日本製糖［1927］３ ページ）
と。
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べく，35年12月に虎尾第 ２工場における耕地白糖生産を開始した息子愛一
郎が下した意思決定である58）。そして，こうした戦略的意思決定をもって
大日本製糖に後発企業効果を発揮させる上で忘れてはならないのが59），後
発企業としての最大のデメリットであった米糖相剋問題に対しいかに柔軟
に対応していくかという点であった。
　ここで，表 ６によって台湾製糖を大日本製糖と比較していくと，パイオ
ニア企業としての特権を生かし甘蔗栽培に最も適した南部高雄州を中心に
原料採取区域を有していた台湾製糖の特異性が際立っている。同社で水田
奨励が確認できるのは北部の台北と中部の埔里社だけで，南部の台南州と
高雄州に位置する大部分の原料採取区域においては，米糖相剋の影響が相
対的に少なかった上に， ３割の原料甘蔗を自社で調達することができたた
め，蓬莱米が普及していく1930年代にあっても他社に比べ安定した原料供
給を実現できたことが，水田奨励を甘蔗栽培奨励規程に加える必要がな
かった最大の要因である。
　その一方で，大日本製糖が所有することになる原料採取区域における水
田奨励，なかでも米価を基準に買収価格や水田奨励を定める米価比準法の
導入が早い区域が目立つ。特に注目されるのが，大日本製糖の月眉，烏日，
旧新高製糖の嘉義（→大林），旧昭和製糖の宜蘭（→二結），旧帝国製糖の台
中，潭子（←潭仔墘）であり，烏日を除く ４区域は甘蔗買収価格それ自体
に比準法が導入されていた点で，特に注目に値する原料採取区域であった
58）　第78回定時株主総会において愛一郎社長は次のように述べた。すなわち，
「虎尾ノ第二工場ヲ白糖化スルコトニ決定イタシマシテ……耕地白糖ノ将来
ト云フモノニ対シテハ私共相当ニ考慮シナケレバナラヌ」（大日本製糖［1934］
７ ページ）と。
59）　大日本製糖が失敗局面からみごと再生し，後発企業効果を発揮してトップ
台湾製糖を逆転したプロセスについては，久保［2007a］に詳しいので参照
されたい。
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○
○
台
北
◎
◎
○
○
○
○
○
○
◎
○
◎
○
○
○
大
日
本
製
糖
虎
尾
△
△
△
◎
○
△
○
△
○
△
龍
厳
△
○
○
○
北
港
○
○
○
斗
六
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
△
○
△
○
△
○
△
月
眉
○
△
○
△
○
△
○
△
○
△
○
△
○
△
○
△
○
△
○
△
○
△
○
○
○
○
烏
日
◎
◎
△
△
◎
△
◎
△
◎
△
◎
△
◎
△
◎
△
◎
○
◎
○
○
○
○
彰
化
◎
◎
◎
◎
◎
◎
○
◎
○
○
○
嘉
義
（
→
大
林
）
△
◎
△
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
△
○
○
○
宜
蘭
（
→
二
結
）
△
◎
△
◎
◎
◎
△
△
△
△
△
○
○
○
玉
井
○
○
○
苗
栗
○
○
○
○
○
◎
○
◎
○
◎
○
◎
○
◎
○
◎
○
○
○
○
沙
轆
（
鹿
）
○
○
○
○
◎
◎
◎
◎
◎
◎
○
○
○
台
中
潭
子（
←
潭
仔
墘
）
○
△
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
中
港
（
→
竹
南
）
○
△
○
○
○
○
○
○
○
○
新
竹
○
△
○
○
○
○
○
○
○
○
崁
子
脚
○
○
○
○
○
　（
注
）　
本
表
の
表
記
は
，
◎
水
田
奨
励
金
，
○
買
収
価
格
・
奨
励
金
・
耕
作
資
金
等
の
田
へ
の
優
遇
，
△
集
団
奨
励
金
を
あ
ら
わ
し
，
濃
い
網
掛
け
は
甘
蔗
買
収
価
格
（
割
増
金
を
含
む
）
に
，
薄
い
網
掛
け
は
買
収
価
格
以
外
に
そ
れ
ぞ
れ
米
価
比
準
法
が
採
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
お
り
，
製
糖
工
場
が
稼
動
し
て
い
な
い
年
も
空
欄
に
な
っ
て
い
る
。
ま
た
，
昭
和
製
糖
宜
蘭
製
糖
所
の
19
39
-4
1年
の
み
小
作
料
へ
の
米
価
比
準
法
の
採
用
で
あ
り
，
そ
れ
以
外
は
水
田
奨
励
へ
の
採
用
で
あ
る
。
44
年
の
明
治
製
糖
蒜
頭
工
場
の
買
収
価
格
は
記
載
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
。
な
お
，
本
表
の
所
属
製
糖
会
社
は
43
年
段
階
の
も
の
で
あ
り
，
作
成
に
際
し
て
は
個
別
規
程
の
内
容
も
加
味
し
て
し
い
る
。
（
出
所
）　
台
湾
糖
業
研
究
会
［
19
28
］-［
19
42
］
よ
り
作
成
。
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と言えよう。
　こうした大日本製糖の戦略展開を台湾製糖側から見るならば，1930年代
後半は常に首位の座が危ぶまれるような激烈な企業間競争を大日本製糖と
の間で演じていたことになる。しかし，台湾製糖の株主総会における社長
や取締役の発言を紐解く限り，こうした激烈な企業間競争にあるという認
識も，またトップの座を奪われつつあるとの危機感も確認することはできな
い。その代わりくり返し確認されるのは，長期的な堅実経営こそが近代製
糖業を発展させるという同社最大のミッションを達成するための大前提で
あるとする発言だけである。創立から40年が経たんとするこの時期にあっ
ても，なおもこうした「準国策会社」的性格をめぐる発言がくり返される根
拠は何に見出すことができるのであろうか。やはりそれは，創立時に三井物
産と並んで資金面の全面的バックアップを受けた皇室株の存在であろう。
　そこで，1930年代を中心とする台湾製糖の主要大株主を整理した表 ７に，
安定株主の変化を確認していくことにしよう。同表には，戦時体制の深化
とともに保険関係の株式割合が増加していくという他社と共通した傾向と
ともに60），創立時の大株主であった三井物産と内蔵頭，すなわち，皇室が
大株主として継続していることが確認できる。三井物産については一手販
売契約を持続していることから理解できるところであるが，ここで注目す
べきは3.1％の保有割合を維持している皇室所有株の存在である。そして，
この事実は投機的行動はじめ過度なまでにリスクを回避しようとする台湾
製糖の堅実主義経営と密接に関連しており，同社の「準国策会社」的性格
を根底から支え続けるものに他ならなかった。事実，創立から40年を経た
第65回定時株主総会において，益田社長は次のような認識を開陳している
60）　台湾製糖の保険関係割合が9.5％を占めるに至る1937年について比較して
みると（表 ７参照），大日本製糖14.2％，と明治製糖14.1％と台湾製糖以上に
高い割合を占めていることがわかる（大坂屋商店調査部編纂［1938］）。
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表
７
　
台
湾
製
糖
の
主
要
大
株
主
の
推
移
大
株
主
19
29
19
30
19
31
19
32
19
33
19
34
19
35
19
36
19
37
19
38
19
39
19
40
19
41
19
42
19
43
内
蔵
頭
39
,6
00
39
,6
00
39
,6
00
39
,6
00
39
,6
00
39
,6
00
39
,6
00
39
,6
00
39
,6
00
39
,6
00
39
,6
00
39
,6
00
39
,6
00
39
,6
00
39
,6
00
3.
1
3.
1
3.
1
3.
1
3.
1
3.
1
3.
1
3.
1
3.
1
3.
1
3.
1
3.
1
3.
1
3.
1
3.
1
三
井
物
産
59
,5
60
59
,5
60
59
,5
60
59
,5
60
59
,5
60
59
,5
60
59
,5
60
59
,5
60
59
,5
60
59
,5
60
59
,5
60
59
,5
60
59
,5
60
59
,5
60
59
,5
60
4.
7
4.
7
4.
7
4.
7
4.
7
4.
7
4.
7
4.
7
4.
7
4.
7
4.
7
4.
7
4.
6
4.
6
4.
6
益
田
太
郎
17
,0
80
17
,0
80
17
,3
80
17
,3
80
18
,7
93
18
,7
93
18
,7
93
19
,8
93
21
,4
93
21
,4
93
21
,4
93
21
,4
93
21
,4
93
21
,3
63
21
,7
43
1.
4
1.
4
1.
4
1.
4
1.
5
1.
5
1.
5
1.
6
1.
7
1.
7
1.
7
1.
7
1.
7
1.
7
1.
7
武
智
直
道
7,
00
0
7,
00
0
7,
01
0
7,
00
0
0.
6
0.
6
0.
6
0.
6
保
険
関
係
合
計
6,
76
0
7,
40
0
17
,1
90
48
,0
08
57
,1
85
84
,2
45
97
,7
05
11
9,
11
3
12
0,
11
5
12
0,
01
5
11
7,
27
5
11
6,
27
5
12
0,
19
5
12
2,
19
5
0.
5
0.
6
1.
4
3.
8
4.
5
6.
7
7.
8
9.
5
9.
5
9.
5
9.
3
9.
1
9.
4
9.
5
全
体
1,
26
0,
00
0
1,
26
0,
00
0
1,
26
0,
00
0
1,
26
0,
00
0
1,
26
0,
00
0
1,
26
0,
00
0
1,
26
0,
00
0
1,
26
0,
00
0
1,
26
0,
00
0
1,
26
0,
00
0
1,
26
0,
00
0
1,
26
0,
00
0
1,
28
4,
00
0
1,
28
4,
00
0
1,
28
4,
00
0
　（
注
）　
本
表
の
上
段
は
株
数
，
下
段
は
全
体
に
占
め
る
割
合
（
％
）
を
示
し
て
い
る
。
19
30
年
後
半
以
降
，
割
合
を
増
加
さ
せ
る
各
社
の
保
険
会
社
だ
け
は
合
計
を
掲
げ
て
あ
る
。
（
出
所
）　
大
坂
屋
商
店
調
査
部
編
纂
［
19
25
-4
2］
，
証
券
引
受
会
社
統
制
会
編
［
19
43
］，
証
券
引
受
会
社
統
制
会
編
［
19
44
］，
お
よ
び
台
湾
製
糖
の
入
手
可
能
な
『
株
主
名
簿
』
よ
り
作
成
。
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点は注目されよう。
　「台湾製糖株式会社なるものは，其創立当初より長くも我が皇室に於か
れまして，日本糖業の御奨励の御趣旨に依つて御投資に與つて居る会社で
あります。即ち畏多くも当会社は我が皇室の御財産の一端を御預かり致し
て居る会社であります」61）と。
３ 　「準国策会社」的性格の功罪
　極大利潤の追求に一定の制限を設けているかのように見える台湾製糖の
堅実主義は，同社の経営にどのような影響をもたらしたのであろうか。そ
のプラス・マイナス両面の影響について，最後に指摘しておきたい。まず
は，台湾製糖の堅実主義が及ぼしたプラス面の影響をジャワ糖買い付けを
例に考えてみたい。ここで注意を要するのが，ジャワ糖の輸入それ自体に
ついては，輸出向けを中心とした割安な精製糖用原料糖として，精製糖を
兼業する台湾・大日本・明治いずれの製糖会社も行っていたわけで，ジャ
ワ糖の買い付けがすべて問題であるわけではない点である。言い換えるな
らば，こうした原料糖目的以外のジャワ糖を商社が買い付け，それを少な
からぬ製糖会社が手持ち糖として保有し，市場価格の上昇局面で売り抜く
という投機買いを行っていたということが問題だったのである。1927年産
糖処分協定をめぐる大日本製糖と明治製糖との間にくり広げられた激烈な
販売競争の背景には，このジャワから輸入した大量の手持ち糖の存在が横
たわっていたわけで，ジャワ糖が市場の攪乱要因として無視し得ない存在
であったということである。
　三井物産との一手販売契約の変遷を示した史料を検討する際言及したよ
うに，従来まで三井物産が販売する砂糖を台湾製糖製品に限定していたの
61）　台湾製糖［1941a］14ページ。
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を，ジャワ糖を事実上意味する外国糖の輸入販売を認めるに至ったことは，
ジャワ糖の投機買いに商機を見出していた三井物産への台湾製糖側からの
配慮のあらわれに他ならなかった。すなわち，三井物産は投機目的のジャ
ワ糖を台湾製糖以外の製糖会社に転売していたのである62）。こうしたジャ
ワ糖をめぐる投機行動が横行するなか，台湾製糖の益田専務取締役が第36
回定時株主総会において次のように述べている点は注目される。
　「若シ吾社ガ多少ナリトモ投機的ノ意味ヲ以ツテ必要以上ノ外糖ノ買約
定を致シテ居リマシタナレバ，今期ナドモ或ハヨリ以上ノ成績ヲ御目ニ懸
ケ得ラレタカモ知レマセヌガ，御案内ノ如ク吾々ハ相変ラズ堅実主義ヲ以
テ進ンデ居リマスル為ニ，今日提出致シマシタ結果ニ止マツタヤウナ訳デ
ゴザイマス」63）と。
　ここでの外糖とはジャワ糖に他ならず，他社の手持ちジャワ糖が投機目
的であることを批判した上で，台湾製糖の利益は砂糖製造・販売を中心と
した正常の企業活動からぶれないことが同社の堅実主義に他ならないこと
を1926年段階で表明しているのである。そして，こうした投機的行動を回
避する堅実主義こそが，長期的に安定した経営基盤を維持し続けることに
よって，近代製糖業を発展させ国益へと貢献するための重要な前提条件と
62）　久保編［2009］所収第 ２章の表 ２ - ３ によれば，1918年 ７ 月-19年 ６ 月の三
井物産のジャワ糖輸入割合は，台湾製糖25.2％を大きく上回る38.2％を大日
本製糖が占めていた。大日本製糖が三井物産から購入したジャワ糖には精製
糖用原料糖分が多く含まれていたことはたしかであろうが，転売目的の投機
色の強いジャワ糖買いも少なからず含まれていたことは想像に難くない。
63）　台湾製糖［1926］10-11ページ。投機的行動を回避することをもって堅実
主義とする発言はたびたび確認することができるが，その投機的行動の中身
としてジャワ糖取引に関するものは他にもあり，第32回定時株主総会におい
て益田常務取締役は次のように述べている。すなわち，「平素堅実ヲ社是ト
スル我社ハ爪哇糖買約ノ如キ比較的投機ノ色彩ヲ帯ビマスル方面ハ成ルベク
慎重ニ取扱ヒマスル結果，爪哇糖輸入ヨリ生ズル打撃ハ比較的軽微ナモノデ
ゴザイマシタ」（台湾製糖［1924］ ９ ページ）と。
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なっていたのである。
　一方，台湾製糖の堅実主義のマイナス面を示す例として，同社の多角化
に対する姿勢について明治製糖と比較しつつ考えておきたい64）。明治製糖
は多角化元年の1916年，製菓業への進出によって砂糖消費量の拡大を説い
た「製菓事業ニ関スル調査書」をもとに大正製菓（後の明治製菓）を設立し，
南方ゴム事業進出の現地調査を実施してスマトラ興業（後の昭和護謨）の
創立を目指すが，その根底には「平均保険ノ策」65）という多角化によって
分蜜糖製造業のリスクを分散させようとする相馬半治社長独自の考えが横
64）　森永製菓との業務提携に始まる台湾製糖の多角化は，大日本製糖や塩水港
製糖との比較ではむしろ積極的であったとも言える。しかし，失敗局面から
の再生を図りつつ一番手企業へと飛躍を遂げていった大日本製糖の戦略と
は，多角化ではなく近代製糖業におけるプレゼンスを高めることに特化した
ものであったし，同じく失敗局面を迎えた塩水港製糖の場合も，1937年 ４ 月
岡田幸三郎社長によって進出するパガスを用いた国産初のパルプ製造への多
角化（新日本砂糖工業，資本金2,500万円）に関して，失敗の当事者であっ
た槇哲は終始慎重な姿勢を崩さなかった。こうした経緯から，失敗からの再
生を目指す両社との単純な比較はできず，むしろともに失敗局面を経験しな
かった明治製糖の多角化事例と比較することが適当と判断した次第である。
なお，岡田社長は，「昭和初期の事業拡張増資で，具さに苦杯を甞めた槇さ
んは，再び前年の覆轍を踏まぬ為に，幾度か重役会で強烈な反対意見を出し，
これを突破説得する理由を認める迄は決して増資案を承認せず，一方で財界
観測のエキスパートにその可否調査を依頼する慎重な態度を採ったのだ」（岡
田［1959］35ページ）と回想している。
65）　「一には資金の利用と砂糖販路の拡張を図り，二には年の豊凶により兎角
業績不安の製糖事業に対してこれが平均保険の策を講ぜんがため」（相馬
［1929］256ページ）と，相馬半治社長は述べている。一方，明治製糖は販
売面での大きな戦略的転換を余儀なくされる。1920年の財界動揺により販売
先の増田商店が倒産するが，糖業黄金期を活用して同年11月に自社販売組織
である明治商店を設立したのである。その背景には，明治製糖にとどまらな
い「大明治」と称するまで発展した多角化状況を踏まえ，グループ企業全体
を支える自社販売網を構築することの重要性を見出したからに他ならず，明
治商店の設立をもって重層的多角化の基礎を固めるに至る。
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たわっていた。16年12月明治製菓，18年 ９ 月スマトラ興業という具合に，
創立後10年強というきわめて早い段階で多角化戦略を展開した明治製糖に
対し，台湾製糖が本格的な多角化に着手したのは創立から四半世紀が経過
した25年のことである66）。
　1925年 ７ 月森永製菓と業務提携を結び， ３割の株式参加に加え，監査役
となった武智直道とともに取締役として役員入りした益田太郎は67），25年
７ 月開催の森永製菓の臨時株主総会において次のように述べている。
　「（森永製菓は＝引用者）世上稀に見るの大発展を遂げ来つたのみならず，
前途尚頗る発展の余地ある，所謂時代に適応した一大工業であると確信し
たのである」68）と。
　森永製菓との業務提携から11年もの月日が経過した1936年 ５ 月，同社と
折半出資による森永食品を設立するが，同創立について益田専務取締役は
第55回定時株主総会において次のように述べている。
　「其遠き将来を思ひ，同時に国益の上から考へましても，我国に砂糖関
係の工業を盛んならしむる事こそ，今後に於ける我糖業の根本的繁栄策で
有ると信ずる」69）と。
この11年ものタイムラグの背景には，前述した近代製糖業界における質的
66）　久保［1997］所収の第 ６章で指摘したように，台湾製糖の多角化には，①
砂糖製品の多様化，②砂糖製造にともなう副業の進展，③砂糖関連産業への
多角化の ３つのレベルが存在し，③が文字通りの多角化である（久保［1997］
168-170ページ）。②の副業的展開としては，後述する無水酒精（アルコール）
以外にも，ビタミンを多く含む栄養剤，溶剤・合成樹脂の製造等の多様な用
途を有する薬品フルフラール，建築材料ラテックス，パルプの ４つがあり，
栄養剤のみが酒製造の残り物から製造されるのを除き，他の ３つはすべて甘
蔗の搾り粕であるパガスを原料としていた（台湾製糖［1941a］４ - ５ ページ）。
67）　森永製菓［1954］197，199ページ。
68）　森永製菓［1954］198ページ。
69）　台湾製糖［1937a］10ページ。
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増産の進展によるコスト高問題の軽減という大きな変化があったわけだ
が，日蘭会商問題や糖業連合会による税制改正陳情をめぐる菓子業界から
の関税撤廃要求を機に70），ようやく消費者ニーズの重要性を認識し，砂糖
関連産業への多角化を本格化させた台湾製糖の消極的姿勢を，明治製糖の
積極的な姿勢との対比において確認しておきたい。
　ほぼ時期を同じくして発言に登場し始めるのが，航空燃料の代替燃料と
して重要度を増していく無水酒精についてである。アメリカからの航空機
燃料輸入が禁止される1940年 ８ 月以降，戦時体制の深化にともない無水酒
精製造の要請はますます強まっていくが，第56回定時株主総会が開催され
た37年10月というきわめて早い段階で，益田専務取締役が次のように述べ
ている点は注目される。
　「燃料国策実行上の一策として，内地より六十万石，台湾より六十万石，
合計百二十万石の無水酒精を造り，専売制度の下に法律を以てガソリン中
に一割乃至二割方混入してガソリン輸入の緩和を図らうと言ふ問題で有り
ます」71）と。
　堅実主義ゆえに多角化では消極的との評価も免れなかった台湾製糖が，
高度な国策への貢献が期待される無水酒精という副業展開をめぐってはき
わめて積極的であった点に，皇室株を保有し続けた同社の「準国策会社」
的性格を色濃く垣間見ることができるのである。副業という通常の生産ラ
インの延長線上で製造可能であるというリスク分散的視点をはるかに超え
た国策遂行への前向きな姿勢に，同業他社とは明らかに異なる「準国策会
社」としての特殊性を見出すことができよう。
70）　日蘭会商問題については久保［1997］所収の第 ３章を，また菓子業界から
の関税撤廃要求については久保編［2009］所収の第 ５章に詳しいので，それ
ぞれ参照されたい。
71）　台湾製糖［1937b］ ８ページ。
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む　す　び
　本章の最後に，革新的企業者活動の観点から台湾製糖の企業者史を整理
した表 ８によって，同社の企業経営の歴史を総括しておくことにしよう。
全体を鳥瞰して気づくのは，創立期と業界再編期にビジネスチャンスが
もっぱら到来し，後発製糖会社のキャッチアップにより制約条件が到来し
ている点である。近代製糖業界のパイオニア企業としてのメリット・デメ
リットが，革新的企業者活動をめぐる経営環境の変化にも大きく影響を及
ぼしていることをまずは確認しておきたい。と同時に， ３つのレベルの革
新的企業者活動に関しても，ビジネスチャンスの獲得が多く，制約条件の
克服や制約条件のビジネスチャンス化が少ないのが，大日本・明治・塩水
港の各製糖会社との大きな違いである。
　そこで，ビジネスチャンスの獲得から表 ８に確認していくと，台湾製糖
の優位性の源泉としてすでに言及した資本面，原料調達面，販売面の ３つ
が指摘でき，1930年代に至るまでの長期にわたる競争優位を同社にもたら
すことになった点で◎と位置づけられよう。３度にわたる業界再編のうち，
第 １次再編は台湾製糖に生産基盤の拡充をもたらす相次ぐ合併のチャンス
となったという意味で，ビジネスチャンスの獲得に成功した。具体的には，
07年 ４ 月の大東製糖の合併，09年 ８ 月の台南製糖の合併，11年11月の怡記
製糖の合併，後述する大暴風雨という制約条件のビジネスチャンス化に関
係する12年12月の埔里社製糖の合併，そして，16年 ５ 月の台北製糖との合
併であり72），創立時高雄州を中心に有していた広大な原料採取区域の飛び
地をつなげるとともに，中部以北へも採取区域を拡大させる一連の M&A
となった。また，M&A 関連では，第 ２次再編期の27年12月に塩水港製糖
72）　伊藤編［1939］289-290ページ。
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から旗尾・恒春の ２工場の事業を継承するし，第 ３次再編期の41年 ５ 月に
は新興製糖を合併することで，大日本製糖には逆転されるものの，近代製
糖業界の中核企業としての地位を維持することになるのである。なお，台
湾分蜜糖の激増によって，台湾糖を原料糖として内地精製糖を兼業化する
ことが有利となるや，そのビジネスチャンスを獲得すべく台湾製糖は他社
に先駆けて神戸精糖を11年 ２ 月に合併する73）。
　次に，制約条件への対応であるが，○以下の対応にとどまったものは制
約条件の克服に，一方，◎のレベルにまで至ったものは制約条件のビジネ
スチャンス化にそれぞれ表 ８では区分けされており，その多くは後発製糖
会社への対応をめぐるものであった。1900年代に相次いで創立していった
ことへの対応をめぐっては，先述した第 １次再編期の相次ぐ合併という形
でビジネスチャンスを獲得することになる後発企業もあれば，第 ２次再編
期に大きくキャッチアップされる明治製糖や大日本製糖のような後発企業
に明暗が分かれることから，ここでは△という評価を下したいし，第 ３次
再編期にあっては後発の大日本製糖に首位の座を逆転されたという点で，
制約条件の克服に失敗したと言わざるを得まい。なお，17－18年に到来し
た制約条件である船舶不足によって砂糖輸送が厳しさを増したことに対し
ては，17年 ９ 月天海丸，18年 ４ 月台海丸をそれぞれ購入して委託運用し，
18年竣工の木造船副海丸は高雄・香港・基隆・内地間に就航させることで
左記の制約条件を克服するが，海運業界の情勢変化によってすべての船を
売却するに至るので74），革新的企業者活動としては○のレベルにとどめる
こととした。
　最後に，創造的適応とも言い換えることができる最もレベルの高い革新
的企業者活動に関しては， ３つの重要な局面を指摘することができる。ま
73）　伊藤編［1939］173-174ページ。
74）　伊藤編［1939］195-197ページ。
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ず，1911年から12年にかけて台湾を襲った大暴風雨は，暴風に弱いという
甘蔗の脆弱性を露わにするものとなった。とりわけ深刻であったのは，甘
蔗が軒並み被害を被ったことで，次年度用の蔗苗となる全茎ないしは梢頭
部を失うという悲運に遭遇した点である。そこで，高地に蔗圃を確保する
ことができる埔里社製糖との合併75）についてはすでに述べたところであ
り，今回の暴風雨への対応にとどまらない将来に向けた新たな農事面での
対応という点で制約条件のビジネスチャンス化と位置づけた次第である。
また，20年前半まで塩水港製糖が圧倒的な優位を占めていた耕地白糖につ
いても，その需要が急速に高まっていったのを受け，いち早く同社への
キャッチアップを開始した点についても図 ９において述べたところである
し，第 ２次再編期に M&A をテコに一気にキャッチアップしてきた明治製
糖と大日本製糖に対しては，耕地白糖設備を含む生産基盤の拡充によって，
台湾製糖もまた生産シェアを大きく伸ばしたことを図 ２は示していた。図
４で確認した明治製糖と大日本製糖に劣らぬ台湾製糖の分蜜糖生産高の伸
びとともに，20年代における大きな ２つの制約条件への対応は，単なる克
服のレベルにとどまるものではなく，さらなる発展をもたらしたという点
でビジネスチャンス化した創造的適応のレベルと評価するのが妥当であろ
う。
　皇室からの資本金サポートを主たる根拠とする台湾製糖の「準国策会社」
的性格は，民間企業が企業目的とする極大利潤の追求という営利性よりも
国益への貢献という社会性を重視する形で個々の意思決定へと多大なる影
響を及ぼしていった。より具体的には，国策に貢献するための余力を残す
がごとく，ジャワ糖買い付けに代表される投機的な行動を回避し，長期的
な安定した経営を生業とする堅実主義を最大の社是として，鈴木藤三郎に
75）　伊藤編［1939］180，183ページ。
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始まる歴代の社長，取締役によって継承されていった結果76），明治製糖の
ような本格的な多角化戦略は後手に回るとともに，大日本製糖のような積
極的な M&A 戦略は新興製糖との合併まで影を潜めることになる77）。すな
わち，極大利潤の追求という観点から見れば，矛盾した行動と批判されか
ねない台湾製糖の一連の企業活動も，近代製糖業を発展させ燃料国策へと
貢献するという国策遂行の観点から見れば，特殊会社としてのミッション
を遂行した点で，あながち批判されるべくもなかったことになる。
　それゆえに，一民間会社ならばショッキングな出来事であったはずの首
位逆転に際してもなんら危機感をあらわにすることもなく，それまで通り
76）　台湾製糖の歴代の社長を確認しておくならば，鈴木藤三郎→藤田四郎（会
長）→山本悌二郎→武智直道→益田太郎→武智勝と ６代にわたるトップが存
在したが（久保［1997］所収の表 ６参照），鈴木の勇退を受けた藤田会長を
除き，台湾製糖の創立に関わった鈴木，山本，武智と，同じく創立時に関わっ
た三井物産の益田孝と武智の息子である太郎と勝が歴代のトップを継承して
いったという意味では，台湾製糖の創立の経緯を熟知した布陣によって同社
の「準国策会社」的性格と堅実主義経営は継承されていったことになる。な
お，益田太郎が社長を退き武智勝が新社長に就任するにともない，復活した
会長制度のもと益田は新会長に就任して武智新社長を全面的にバックアップ
した（台湾製糖［1942］14ページ）。大日本製糖における藤山雷太→愛一郎
の順調なバトンタッチと比較した場合，益田太郎→武智勝の社長交代は時期
尚早の感を否めず，それが会長制の復活へと結びついたと考えられる。
77）　第66回定時株主総会の席上，益田社長は新興製糖との合併手続きが完了し
たことを報告し，同合併の意義を次のように述べている。すなわち，「之に
伴ひ当社が四十年来堅持し来れる耕地開拓，蔗作改善のための土地所有は其
の面積実に五万甲を突破したのであります」（台湾製糖［1941b］ ６ページ）
と。分蜜糖製造の心臓部が原料甘蔗栽培にあるとはいえ，原料採取区域の拡
大をもって合併の意義とするところに，農事方面を終始重視する台湾製糖の
姿勢を確認することができよう。なお，第 １次再編期まで積極的に M&A 戦
略を展開した台湾製糖であったが，1927年の旗尾・恒春両工場を塩水港製糖
から買収することを除き，新興製糖合併まで M&A は影を潜めることとなっ
た。
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の堅実主義を貫いていったとも理解できるのである。事実，生産シェアを
逆転され，糖業連合会会長の座を大日本製糖の藤山愛一郎に譲った直後，
第64回定時株主総会において益田社長は創立時を回顧しつつ次のように発
言する。
　「今より四十年の昔，既に当社創立の大主眼点が糖業を通じて国恩に報
いんと言ふ，所謂国家的観念から出発して居ります結果，新体制の出現に
依つても其の経営上の主義，方針等に何等変更の要はないので有りま
す」78）と。
　本論文を文字通り終えるに当たり，持続的競争優位から首位逆転へとい
う台湾製糖の企業経営の歴史を，同社を特徴づけるパイオニア企業と「準
国策会社」それぞれの功罪という視点から総括することにしよう。まず，
パイオニア企業の功罪としては，数え切れない初期制約条件というデメ
リットを克服して余りあるメリットが原料調達面と販売面79）を中心とす
るパイオニア企業としての優位性であり，両者はまさにコインの裏表の関
係にあった。そして，こうした先発のメリットを内部化することでデメリッ
トを克服できたがゆえに，本業重視の戦略を貫くことで近代製糖業の発展
78）　台湾製糖［1940］１ ページ。なお，この発言は前述した台湾製糖のコーディ
ネーター機能をめぐる ３つの仮説との関連で注目される。なぜなら，台湾製
糖の創立が単なるパイオニア企業としてのスタートを意味するものではな
く，近代製糖業の発展を通じた国益への貢献を使命づけられたまさに「準国
策会社」として誕生したことを創立40年後の段階でも益田社長が回顧してい
るという事実に，糖業連合会会長としての責任感の前に台湾製糖にコーディ
ネーター機能を発揮させるに十分な前提条件，すなわち「準国策会社」的性
格が埋め込まれていたことを確認できるからに他ならない。
79）　大日本製糖は商務部を創立以来有し，明治製糖と塩水港製糖は販売網の喪
失に対し明治商店と塩糖製品販売を設立するなど， ３社は自社販売網を構築
していったのに対し，台湾製糖は三井物産との一手販売契約を最後まで貫く
ことで安定した販売網を維持し続けることができたことは， ３社とは対照的
な同社の優位性であった。
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にも貢献するという「準国策会社」的性格のプラス面を発揮できたのであ
る。
　具体的には， ３つの「準国策会社」的性格のメリットを指摘することが
できよう。第 １に，質的増産の柱となるジャワ大茎種やハンドリフレクト
メーターをいち早く導入する，独自の研究によってジャワの耕地白糖技術
を改善するといった農事方面の研究開発に積極的に取り組むことによっ
て，競争優位を長期にわたり持続するリーディングカンパニーとして，近
代製糖業の発展をまさに牽引していったこと。第 ２に，産糖処分協定をめ
ぐる相次ぐ対立状況のなか，大日本製糖や明治製糖といった主要メンバー
が脱会を辞さない危機的状況を打開したのが，糖業連合会の利害調整機能
の中核をなした台湾製糖のコーディネーター機能であったこと。そして第
３に，ジャワ糖をめぐる投機的行動を回避する堅実主義こそが，長期的に
安定した経営基盤を維持し続けることによって，近代製糖業を発展させ国
益へと貢献するための重要な前提条件となっていたこと。以上 ３点が，台
湾製糖の「準国策会社」的性格がプラスに機能した側面である。
　その一方で，砂糖関連産業への積極的な多角化に後れをとり，日蘭会商
問題や糖業連合会による税制改正陳情をめぐる菓子業界からの不満を機
に，ようやく消費者ニーズの重要性を認識し，多角化を本格化させていっ
た台湾製糖の消極的姿勢については，やはり同社の「準国策会社」的性格
のマイナス面と理解せざるを得まい。高度な国策への貢献が期待される無
水酒精という副業展開をめぐってはきわめて積極的であったこととの対照
性を勘案するとき，「準国策会社」的性格が目指す方向性の違いを実感せ
ざるを得ないのである。すなわち，台湾製糖がパイオニア企業ゆえの優位
性を維持できず，首位の座を明け渡すに至った最大の要因もまた，同社の
営利目的にネガティブに作用した「準国策会社」的性格の負の側面に見出
すことができるのであり，同性格はまさに諸刃の剣以外の何ものでもな
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かったことになる。
　文字通り最後に指摘しておきたいのは，近代製糖業のメインプレイヤー
４社が，堅実主義という点で一見して共通して見える点である。しかし，
その堅実主義の意味するところは大きく異なっていた。質実剛健の経営理
念が堅実主義という形であらわれた明治製糖，大きな失敗から学んだ教訓
が堅実主義という形で生かされていった大日本製糖と塩水港製糖，これら
３社の目指した堅実主義が個々の戦略的展開の阻害要因になることなく，
むしろ前向きに企業成長を後押ししていったのに対し，台湾製糖の場合は，
自己抑制的な機能をあわせ持ったという点で功罪相半ばの堅実主義であっ
た。そして，目指すべき企業目的が営利性にあった他の ３社とは異なり，
国益への貢献という社会性により重点が置かれていた台湾製糖の特異性こ
そが，外見上は同じように見える堅実主義を異なった方向へと作用させる
形となったと結論づけることができるのである。突き詰めるところ，国益
への貢献という大義名分のもと，自社の競争優位性を進化させていこうと
しなかった「準国策会社」ゆえの革新性の限界こそが，長期にわたる持続
的競争優位を維持できなかった最大の要因であり，結果としてパイオニア
企業として守り抜いてきた一番手企業からの凋落を許してしまうことと
なったと総括できよう。
史料　台湾製糖と三井物産との一手販売契約の変遷
【1905年 ９ 月10日契約書】（1902年契約との比較）
第１ 条：旧第 １・ ２条合体，追加「但場合ニ依リ双方協議ノ上特別ノ扱ヲナス
コトアルベシ」
第２ 条：追加「販売ノ都合ニ依リ甲カラ乙ニ対シ砂糖ノ転送ヲ請求シタル場合
ニハ甲ハ転送実費及其立換金ニ対スル日歩ノ外ニ乙ニ対シ手数料トシテ一俵
ニ付金三銭ヲ支払フベシ」
第３ 条：追加「乙ハ台湾ニ於テ製造スル砂糖ニシテ甲ト同種類ノ他製造所ノ製
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品ヲ同一地方ニ於テ販売セザルベシ但予メ甲ノ承諾ヲ受クル場合ハ此限外
トス」
第５ 条：追加「砂糖販売ノ方法ハ双方協議ノ上之ヲ定メ販売値段ハ甲ノ指定ニ
従フベシ」
第６ 条：追加「甲乙相互間引合，計算書送達其他信書ノ往復等ハ総テ乙ノ取扱
店ト甲トノ間ニ直接行ハルベキモノトス」
第10条（旧第 ８条）：修正「甲ハ販売及積出手数料トシテ第一条特別取扱ノ場
合ヲ除キ其砂糖売上代金（割戻シヲナシタル場合ニ其割戻シ金額ヲ差引タル
残高）ノ百分ノ一半（即チ百円ニ付金一円五十銭也）ヲ乙に支払フベシ」
第11条（旧第 ８条）：追加「但万一仲買口銭ヲ要スルトキハ予メ甲ノ承諾ヲ経
ルモノトス」
第12条：追加「割戻金ヲナス場合ニハ予メ甲ノ承諾ヲ要スルモノトス」
第13条（旧11条）：削除「其金額及利息ノ割合ハ其時々甲乙協議ノ上定ムルモ
ノトス」
　追加「但乙ノ都合ニ依リ前項ノ融通ヲナサザル場合ニハ乙ハ甲ガ乙ニ委託シ
タル砂糖ヲ担保トシテ融通ヲ受クルニ対シ相当ノ便宜ヲ与フルモノトス」
第16条：追加「積出ニ関スル契約ハ別ニ定ム」
第17条（旧第13条）：追加「政府ニ於テ砂糖専売執行セラシ若シクハ甲ガ他会
社ニ合作セラレタルトキハ解約スルモノトス」
【1923年 ３ 月31日契約書】（1905年契約との比較）
「砂糖並ニ酒精ノ内地ニ於ケル一手販売」
第１ 条（旧第 １条）：追加「並ニ酒精ノ右地域ニ於ケル」
　削除「本契約有効期間中ハ乙ノ手ヲ経スシテ他ト砂糖ヲ販売スルコトヲ得サ
ルモノトシ」
　追加「一，直接消費者ヘノ小口売並ニグラニユ糖角糖ノ如キ特種製品販売ニ
対シテハ本契約ヲ適用セサルモノトス」
第２ 条（旧第 ３条全面修正）：「乙ハ予メ甲ノ承諾ヲ得ルニアラサレハ右地域内
ニ於テ甲ノ製造スル以外ノ砂糖及酒精ヲ販売シ又ハ取扱ハサルヲ原則トスル
モ外国糖ノ輸入販売又ハ取扱ニ就テハ此限リニ非ス」
第４ 条（旧第 ５条）：修正「販売ノ方法並ニ販売値段ハ双方協議ノ上之レヲ定ム」
第７ 条（旧第 ８条）：追加「但シ保険ヲ付スル能ハサル場合ニハ此限ニアラス」
第８ 条（旧第12条）：追加「割戻金，値引金，仲買口銭等ヲ要スル場合ニ於テ
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ハ乙ハ予メ甲ノ承諾ヲ得ヘキモノトスルモ至急ヲ要スル場合ニハ事後承諾ヲ
得ヘキモノトス」
第９ 条（旧第10条）：修正・追加「甲ハ取扱手数料トシテ売上代金（前条ノ割戻，
値引，仲買口銭等ヲ支払ヒタル場合ニハ是等ヲ差引キタル正味代金）ニ対シ
左ノ割合ヲ以テ乙ニ支払フヘシ
　　分　蜜　糖　　一分五厘
　　精糖耕地白糖　一　　分
　　酒精（税抜）　三分五厘
　但シ砂糖ノ直接消費向販売ニ限リ若シ消費税抜キニテ売約シタル場合ト雖其
取扱手数料ハ消費税ヲ加算シタル金額ニ対シ右規定ノ割合ニテ甲ハ之ヲ乙ニ
支払フヘキモノトス」
第10条：追加「台湾産砂糖ノ消費税ニ対シ甲カ担保入用ノ場合ニハ税額百五十
万円ヲ限度トシ乙ハ有価証券ヲ以テ甲ノ為メ之カ融通ヲナスモノトス」
第11条（旧第13条）：追加「甲ハ乙ニ委託シタル砂糖ニ関シ前借金ヲ要スル時
ハ乙ハ該受託砂糖ヲ担保トシテ時価八掛ノ割合ヲ以テ金三百五十万円ヲ限度
トシ貸金ヲ為スヘシ此資金ハ其貸付同様ノ割合（前借金当時ノ時価ノ八掛）
ヲ以テ砂糖売上代金ヨリ差引精算スルモノトス……」
第12条：追加「砂糖ノ時価下落等ノ為メ担保不足ヲ来ス場合ニハ甲ハ乙ノ請求
ニ依リ何時ニテモ増担保ヲ差入ルルカ又ハ差金ヲ支払フヘキモノトス」
第15条（旧第15条）：追加「一，約定製品ヲ取引先ニ引渡シタル後其取引先ニ
テ債務不履行ノトキ
　一，製品ヲ税抜キニテ販売シタル場合戻税又ハ免税ノ手続ヲナスニ必要ナル
書類ヲ適法ノ期間内ニ取付能ハサルトキ」
「一手販売製品取扱覚書」
第１ 条：「乙ハ甲ノ製品積出以後一切ノ取扱ヲ為スハ勿論移入台湾糖ノ税務関
係手続ヲモ併セテ為スモノトス
　但シ此税務取扱ニ付テハ規定販売手数料ノ外別段取扱手数料ヲ要セサルモノ
トス」
第４ 条（旧契約第 ９条）：追加「……乙ノ手数料ハ其ノ取立金高ニ対シ一手販
売契約第九条ノ料率トス」
第５ 条：「工業用酒精トシテ販売シタル場合其使用済証明書ハ遅クモ荷渡後六ヶ
月目以内ニ取付クルモノトス若シ右期間内ニ取付能ハサル時ハ税額現金ヲ取
立テ甲ニ支払ヒ後日証明書ノ交付アリタル時ハ甲ハ其金額ヲ乙ニ返戻スルモ
ノトス」
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【1929年 ３ 月25日契約】（1923年契約との比較）
第 ９条；「甲ハ取扱手数料トシテ売上代金（……）ニ対シ左ノ割合ヲ以テ乙ニ
支払フモノトス　分蜜糖　一分」
「昭和六年十月十二日　輸移出向製品販売手数料」
　（「参考　本書類ハ税務監督局ヘ交付セズ社内参考用ニ取調ベタルナリ」）
輸出：砂糖　分蜜糖，耕地白糖　…… １担に付き ８銭
　　　　　　精糖　…… １担に付き10銭
　　　酒精　……売渡値段（税抜） ２分
移出：砂糖　分蜜糖，耕地白糖，精糖　……売渡値段 １分
　　　酒精　……売渡値段（税抜） ２分
【1938年 ３ 月31日契約】（1929年契約との比較）
「内地及朝鮮，樺太，台湾ニ於ケル一手販売」
第１ 条：削除「酒精」，追加「但シ日本糖業連合会ノ砂糖供給協定ノ規約ニ依
リ精製糖原料トシテ他ノ精糖会社ニ売渡ス場合又ハ……」
第 ２条：削除「酒精」
第 ６条：追加「事実乙ノ売約先ニ対スル受渡完了迄ハ甲ノ負担トス」
第７ 条：追加「戦時保険又ハ前項記載以外ノ保険ヲ必要トスル場合ハ甲乙協議
ノ上付保スルモノトス」
第 ８条：削除「至急ヲ要スル場合ニハ事後承諾ヲ得ヘキモノトス」
第９ 条：追加「輸出品ノ原料ニ使用セラルゝ砂糖ノ販売手数料ハ前項ニ拘ハラ
ス別ニ協議スルモノトス
　第一条但書ノ場合ニ於テハ甲ハ乙ニ対シ口銭支払ノ要ナキモノトス」
第10条：修正「国庫債券」
第15条：削除「一，製品ヲ税抜キニテ販売シタル場合戻税又ハ免税ノ手続ヲナ
スニ必要ナル書類ヲ適法ノ期間内ニ取付能ハサルトキ」
「一手販売製品取扱覚書」
第 ２条：削除「及既送製品ヲ甲ノ都合ニ依リ他ニ転送シタル場合」
　（注）甲は台湾製糖，乙は三井物産。下線は変更された重要な部分である。なお，細かい
文言の修正については省略した。
（出所）台湾製糖［1903，1905，1923，1929，1938］より作成。
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参考地図　製糖会社各社の原料採取区域（1922年末）
（出所）　台湾総督府『台湾糖業統計　大正十一年刊行』所収の「台湾糖業図」をもとに作成。
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参考表　台湾製糖の略年表
年 月 台湾製糖及び近代製糖業界の動向
1900 12 台湾製糖の創立，鈴木藤三郎が社長に，武智直道が常勤取締役に就任。
1901 １ 大株主協議会の開催。
２ 山本悌二郎を現地支配人に任命。
９ 台湾総督府殖産課長新渡戸稲造が「糖業改良意見書」を児玉源太郎総督に提出。
1902 ６ 台湾糖業奨励規則ならびに施行細則の発布。
９ 三井物産と一手販売契約を締結。
1903 ４ 新興製糖の創立。
12 （旧）塩水港製糖の創立。
1905 ２ 原料買収区域内の甘蔗栽培奨励の目的をもって，第１回競蔗会を開催（第７回まで継続）。
３ 鈴木藤三郎社長の辞任にともない，藤田四郎が取締役会長に就任。山本悌二郎，武智直
道が常務取締役に就任。
６ 製糖場取締規則の発布により，原料採取区域制度が実施。
1906 ８ 400万円増資し資本金500万円に。
12 大日本製糖に台湾の製糖場設立の許可。明治製糖の創立。
1907 ２ 東洋製糖の創立。
３ 塩水港製糖の創立，（旧）塩水港製糖の事業を継承。
４ 大東製糖の合併，資本金1,000万円に。
1909 ４ 益田太郎が常務取締役に就任。
５ 林本源製糖の創立。
８ 台南製糖の合併，資本金1,200万円に。
1910 ８ 台北製糖の創立。
10 台湾糖業連合会の創立。帝国製糖の創立。
12 1,200万円増資し資本金2,400万円に。
車路墘工場に耕地白糖設備（亜硫酸法）を架設。
1911 ２ 神戸精糖神戸工場の買収契約。
６ TheBain&Company 所有の鳳山工場（後壁林・橋仔頭工場区域に隣接）TheFormosa
SugarandDevelopmentCompanyLtd.,所有の三崁店工場（車路墘・湾裡工場区域に介在）
を合併する準備契約（７月怡記製糖を創立・工場継承し11月合併，資本金2,550万円に）。
８ 猛烈な大暴風が襲来し甚大な被害。
1912 ９ 再び猛烈な大暴風が襲来し甚大な被害。
12 埔里社製糖の合併，資本金2,750万円に。
1913 ２ 台南製糖（昭和製糖の前身）の創立。
1916 ５ 台北製糖の合併，資本金2,980万円に。
1917 ９ 天海丸の進水。
恒春製糖の創立。南国産業の創立。
初めて台北工場にシュレッダーを据付け使用。ジャワ実生種，早植の普及顕著に。
1918 ４ 三菱合資より汽船台海丸を買受ける。
６ 木造汽船福海丸の進水式。
1920 ４ 3,320万円を増資し，資本金6,300万円に。
10 台湾糖業連合会が糖業連合会に改称。
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1921 ５ ジャワ大茎種2725POJ，2714POJ を初めて輸入。
10 山本悌二郎が取締役会長兼専務取締役に就任。
1925 ２ ジャワ農業の権威ドイツ人 P.H.A.Nitschmann 当社招聘により高雄上陸。
10 山本悌二郎が第３代社長，武智直道，益田太郎が専務取締役にそれそれれ就任。
1927 １ ハンドレフラクトメーターに向けたドイツツアイス社東京支配人レアンハルド氏との最
初の打合せ。
４ 山本悌二郎の農林大臣就任にともない社長辞任，武智直道が第４代社長に就任。
明治海運会社と汽船天海丸と台海丸の売買契約を締結。
武智直道社長が糖業連合会会長に就任。
８ ハワイ甘蔗農事試験所の昆虫学者コックス，フルラウェー両博士が来台。
９ 昭和製糖の創立。
10 塩水港製糖の旗尾・恒春両工場を買収。
1928 １ 草鹿砥祏吉考案によるハンドレフラクトメーターの試作品がツアイス社より届く。
12 砂糖供給組合の結成。
1929 ８ 草鹿がジャワからミクロリートを持ち帰り神戸製糖所に据置く。
1930 ４ 嘉南大圳で通水開始。
1931 ８ 重要産業統制法の実施。
1932 12 砂糖供給組合が存続期間満了により解散。
1933 ６ 昭和８年度産糖調節協定の調印。
11 台湾総督府糖業試験所の開所式挙行。
1934 ３ 昭和９年度産糖調節協定の調印。
６ バタビアにて日蘭第１回会商の開始。
11 後壁林製糖所を耕地白糖工場に改良する工事完成。
1935 ５ 糖業連合会が日本糖業連合会に改称。
1936 ５ 武智直道社長が任期満了により日本糖業連合会理事長を辞任。
９ 旗尾製糖所にて耕地白糖により角糖を試製し，次年度から本格的製造へ。
11 三崁店製糖所において耕地白糖の製造開始。
1938 10 製糖及び副業研究部研究室を本社構内に竣工。
1939 ５ 台湾米穀移出管理令の公布。
10 益田太郎が第５代社長に，武智直道が相談役にそれぞれ就任。
1941 ５ 新興製糖との合併。
10 武智勝が筧千城夫とともに専務取締役に就任。
12 創立以来の産業報国の社是と時局の重要性から全製糖所に産業報告団を組織。
1942 10 益田太郎が会長に，武智勝が第６代社長に，益田克信が取締役にそれぞれ就任。
　（注）　本年表には，台湾製糖のみならず近代製糖業界全般の重要事項が含まれている。
（出所）　伊藤編［1939］所収の『年表』 １ -111ぺージ，台湾製糖『営業報告書』各期版より
作成。
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